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一　はじめに
　自動車損害賠償保障法（以下「自賠法」）が昭和35年に公布されて、60年
が過ぎた。自賠法は、自動車事故の被害者救済を目的として定められた法
律であり、その中核をなすのが運行供用者の責任について定めた 3条であ
る。同条は「自己のために自動車を運行の用に供する者は、その運行によ
って他人の生命又は身体を害したときは、これによって生じた損害を賠償
する責に任ずる。ただし、自己及び運転者が自動車の運行に関し注意を怠
らなかったこと、被害者又は運転者以外の第三者に故意又は過失があった
こと並びに自動車に構造上の欠陥又は機能の障害がなかったことを証明し
たときは、この限りでない。」と定める。すなわち、自己のために自動車
を運行の用に供する者（運行供用者）は、自動車の「運行によって」他人
（ 1）　本稿は、第46回日本交通法学会における筆者の個別報告内容をもとに、さらに
検討を加えたものである。
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の生命又は身体を害した場合、ただし書の 3条件を立証できない限り損害
賠償責任を負うこととなる。
　「運行によって」の「運行」について、自賠法 2条 2 項は「人又は物を
運送するとしないとにかかわらず、自動車を当該装置の用い方に従い用い
ること」と定義する。だがこれは、道路運送車両法 2条 5項における「運
行」の定義を引用したもので、自動車が関係する種々の態様の事故に対応
する上では不十分なものと言わざるをえず、自動車の保有台数の増加に伴
い、多様な形態の自動車事故の損害賠償責任が問題となるにつれ、「運行
によって」の解釈が自動車が関係する事故の損害賠償請求訴訟における争
点となり、様々な学説が主張されるようになった。
　しかし、自賠法 3 条の、「自己のために自動車を運行の用に供する者」
（運行供用者）や「他人」の解釈については、昭和40年代以降判例が積み重
ねられ、判例の示した判断枠組みが実務においても解釈指針とされている
一方で、「運行によって」の解釈については、固有装置説に立つことを明
らかにしたとされる最判昭和52年11月24日民集31巻 6 号918頁を除いては、
解釈の具体的な指針となりうるような判例が示されないまま、今日に至っ
ている。そして、平成12年の保険の自由化後販売が開始され、急速に普及
した人身傷害補償保険（以下「人傷保険」）が、自動車の運行に起因する
（下線は筆者）急激かつ偶然な外来の事故により被保険者が身体に傷害を被
った場合、その直接の結果として、被保険者等が被る損害を支払の対象
（２）
と
（ 2）　例えば、損害保険ジャパン日本興亜社の「THE車の保険」（個人自動車保険）
は、人身傷害補償条項第 1条（保険金を支払う場合）で、以下のように定める。
　　「当会社は、被保険者が次のいずれかに該当する急激かつ偶然な外来の事故によ
ってその身体に傷害を被った場合は、その直接の結果として被保険者またはその父
母、配偶者もしくは子が被る損害に対して、この人身傷害条項および基本条項に従
い、保険金請求権者に保険金を支払います。
　ア．契約自動車の運行に起因する事故
　イ．契約自動車の運行中の、飛来中もしくは落下中の他物との衝突、火災、爆発ま
たは契約自動車の落下」
　　自由化以前から販売されていた自損事故保険、搭乗者傷害保険、無保険車傷害保
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しており、「運行に起因する」とは「運行によって」と同義と解されてい
るため、単独事故や乗降時の転倒事故等、自賠法 3条の責任が問題となら
ないような事故や、自賠法制定当初は自賠法 3条の責任が問題になること
が想定されなかった事故についても「運行によって」（「運行に起因する」）
の解釈が問題となる事態が生じ、「運行によって」の解釈をめぐる議論は
混迷状態にある。
　本稿では、学説および「運行によって」（「運行に起因する」）が問題とな
った判例、裁判例を整理し、ドイツにおける議論も参照の上、「運行によ
って」の現在あるべき解釈について検討する。
二　学説
　まず、「運行によって」の解釈に関する学説について「運行」と「によ
って」に分けて整理すると次の通りである。
1 ．「運行」について
（ 1）　原動機説
　自賠法 2条 2 項の「当該装置」とは原動機であると解する立場であり、
「『運行』とは原動機の作用により自動車をある地点から他の地点に移動し
前進させることである。運行は運行の準備が完了したとき（エンジンのス
イッチを入れたとき）に開始される。…自動車のエンジンが停止し、車輪の
険も同様に、被保険者が被保険自動車の運行に起因する急激かつ偶然な外来の事故
により身体に傷害を被った場合に保険金を支払う旨約款で定めるが、自損事故保険
は自損事故に限り定額を支払う保険、搭乗者傷害保険は死亡、後遺障害等の場合に
定額を支払う保険、無保険車傷害保険は相手方が任意自動車保険に加入していない
場合に保険金を支払う保険であって、支払われる場面や金額が限られていたため、
「運行に起因する」の解釈が問題となることはそれほど多くなかった。これに対し、
人傷保険は実損填補型の傷害保険であり、自賠責保険の支払対象となる事故も含
め、自動車の関係する事故を広く支払対象としているため、近時「運行によって」
（「運行に起因する」）の解釈が改めて問題となっている。
274　　早法 91 巻 3 号（2016）
回転が止まった時に運行の終了がある
（３）
。」とする。
（ 2）　走行装置説
　「当該装置」とは走行に関連する装置と解する立場であり、「クレーンカ
ーのクレーン、ダンプカーのダンプ等それ自身運送とは別個の用途をもつ
装置については、それ自身の操作に依る事故の場合は、運行によるものと
は解しないのが妥当ではないかと思われる
（４）
。」、「自動車が走ることから生
ずる特殊な危険性をもつものであり、自賠法は、このような危険性に焦点
を合せたものだと解するから、発進から停車までを『運行』と解し、駐停
車中の事故については、その前段階である『運行』との因果関係の存否に
よって自賠法適用の有無を決するとする説に賛成したい
（５）
。」とする。
（ 3）　固有装置説
　原動機や走行装置のみならず、トラックの荷台側板及び後板など、自動
車に構造上備えられている各装置を「当該装置」と解し、これらの装置の
全部または一部をその目的に従って操作することを「運行」とする
（６）
立場
（狭義の固有装置説）であり、判例（最判昭和52年11月24日民集31巻 6 号918
頁）である。駐車車両の「運行」をどのように考えるか（エンジンを切っ
て駐車している車は当該装置を用い方に従い用いている状態とはいい難い）に
関する議論の中で、「固有装置説を徹底させるならば、自動車そのものも
当該装置にあたるとする解釈も可能であろう
（7）
。」、「客観的外形的に観察し
て当該自動車の本来の利用法に従って、当該自動車をその機能に応じて使
用することをいう。自動車を道路等の交通の場に置く行為はむろん、道路
（ 3）　坂本雄三「自動車損害賠償保障法第三条の損害賠償原因（ 1）」法律論叢34巻
5 号117頁。
（ 4）　井上健一「自動車損害賠償保障制度の実施状況とその問題点」ジュリ172号39
頁。
（ 5）　茅沼英一「運行の概念」判タ212号36頁。
（ 6）　木宮高彦・羽成守・坂東司朗・青木荘太郎『新版・注釈自動車損害賠償保障
法』18頁（有斐閣、2003年）。
（ 7）　鷺岡康雄「荷下ろし中の事故」小川昭二郎他編『新版交通損害賠償の基礎』48
頁（青林書院新社、1979年）。
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外での自動車の固有装置の使用行為、自動車を車庫内や駐車場に置いてお
く行為などは、運行に含まれる
（８）
。」として、自動車そのものを固有装置と
解する立場（広義の固有装置説）も登場した。
　なお、当該装置（固有装置）の「用い方に従い用いる」の意義につい
て、狭義の固有装置説の立場から、「自賠法がとくに自動車による人身事
故について民法以上の保護を被害者に与えているのは、自動車の持つ物的
危険性の故であろうが、単に物として危険というより、それを操作する人
間による操作によって危険性を帯びてくる点に着目して規定された法律で
あるといえる。したがって、自賠法二条二項ないし三条で規定されている
『運行』は、少なくとも誰かが当該装置を用いることを意味しているので
あって、人の操作行為のないところに自賠法のいうところの『運行』概念
は成り立ちえないものといえる
（９）
。」として、人の操作行為のない単なる
「使用」は当該装置の「用い方に従い用いる」には含まれないという考え
方も主張されている。
（ 4）　車庫出入説
　「当該装置」とは自動車そのものと解し、自動車が交通の場にある限り、
走行中であると駐停車の状態にあるとを問わず、運行中であるとする立場
であり
（10）
、駐車車両の「運行」をどのように考えるかという議論の中で、
「『用い方に従い用いる』とは、交通の場の空間の一部を占有して当該自動
車の支配を継続するために、走行装置（車輪等）、制動装置を機能させて
いるものと理解する。この解釈態度こそ、今日の錯綜した道路交通事情の
もとにおいて、自動車そのものが著しい危険を形成する要因をなしている
実態に照らし、…自動車の危険に対し被害者の広い保護を目的とする自賠
法の精神にもっともよく適合する
（11）
。」、「用い方に従い用いることとは、『自
（ 8）　坂本倫城「自賠法三条の『運行によって』をめぐる諸問題」判タ724号63頁。
（ 9）　比佐和枝「自賠法三条の運行の意義」塩崎勤編『交通損害賠償の諸問題』（判
例タイムズ社、1999年） 8頁。
（10）　注11、12の文献の他、寺本嘉弘「運行によって」判タ268号57頁。
（11）　中村行雄「自賠法における『運行』及び『運行によって』」吉岡進編『現代損
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動車が所定の目的をもって、自力他力を問わず操縦の自由を有する下で、
走行によって出庫しその目的を達して格納されるまでを意味する』と解す
ることはできないであろうか。…自動車が走行中であれ静止中であれ、そ
れが本来格納せらるべき場所以外の一定の空間を占有することは、交通の
錯綜複雑化による危険を増大せしめるものであって、これによって生じた
事故は運行によるものといってよいと考えられる
（12）
。」等、有力に主張され
た。
　これに対し、「近時の新たな解釈論では、…『自動車を交通の場に置くこ
と』あるいは『自動車を使用すること』自体をもって『運行』と解すべき
であるとするが、道路上に長時間放置された自動車まで、客観的、外形的
にみて、『運行』中の自動車に該当するとする解釈は、文理解釈上無理が
あるというべく、たやすく賛同することはできない
（13）
。」といった批判がな
されている。
（ 5）　危険性説
　「『運行』という概念は、自賠法二条二項にいう『当該装置の用い方に従
い用いること』という文言の解釈によって定められるべきではなく、通常
の走行の場合に匹敵するような危険性（他人の生命、身体に害を加える危険
性）をもつ状態に自動車をおく行為とは何か、ということを、判例の集積
をまってそこから帰納するという作業により具体的に確定されることが必
要であると考える
（14）
。」という立場である。
（ 6）　物的危険性説
　「『運行』とは、その自動車の装置といえるもの（積み荷、乗員は装置で
はない）の用い方に従って用いる場合の『物的危険』状態を意味する。そ
害賠償法講座 3』（日本評論社、1972年）95頁。
（12）　平井一雄「『運行』の範囲」中川善之助・兼子一監修『交通事故』197頁（青林
書院新社、1973年）。
（13）　塩崎勤「自動車の運行」金澤理・塩崎勤編『裁判実務大系26・損害保険訴訟
法』（青林書院、1996年）273頁。
（14）　石田穣・判批・法協86巻1525頁。
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して、この『物的危険』が結果について『原因となっている』場合がその
運行『によって』に該当する
（15）
。」とする立場である。
（ 7）　使用状態説
　「運行とは、当該装置の操作そのものではなく『自動車を…用いる』こ
とである。自動車特有の危険性もまさに自動車の『使用』によって発生す
る。その危険性は、使用者の主観的事情を離れて、車両の存在・活動とい
う外形的事実状態に対する、一般交通関与者の立場からの客観的評価であ
る。民法715条と対置される運行性においても、自動車を用いるとは、必
ずしも『使用者の主観的意思が加わった動作』を必要とせず、客観的外形
的に自動車を使用している状態におくこと、の意に広く理解すべきではな
かろうか。いいかえれば、客観的外形的に自動車の使用と見られるかぎり
運行と解するもので、危険責任の理念に適合した解釈かと考える
（16）
。」とす
る立場である。
（ 8）　危険性顕在化（具体化）説
　固有装置説を前提に、「運行」とは、自動車固有の危険性を内在する固
有装置を、その本来的用法に従って使用することにより、自動車固有の危
険性を顕在化（具体化）させうる行為とする
（17）
。自賠法 3条が保護の対象と
（15）　高崎尚志「『運行』概念」田辺康平・石田満編『新損害保険双書 2自動車保険』
369頁（文眞堂、1983年）。
（16）　藤田良昭「自賠法三条の『運行』の概念」ジュリ526号126頁。
（17）　古笛恵子「運行起因性」判タ943号60頁、中村修輔「運行供用者責任」『民事交
通事故訴訟損害賠償額算定基準2015年版下巻』32頁（「自賠法の趣旨、目的は、自
動車に内在する人の生命又は身体を害する危険性に着目し、そうした危険性が顕在
化した場合に、その被害者を保護する点にあると考えられます。したがって、『運
行』に当たるか否かは、固有装置説を前提にした上で、自動車固有の危険性という
実質的な要素も考慮し、事故当時の状況、事故の性質・内容などの諸般の事情を考
慮し、自動車に備えられた装置を本来的用法に従って使用した行為が、自動車固有
の危険性を顕在化させ得るものといえるか否かを、実質的に判断していくことにな
るものと思われます。」とする）、座談会「最近の交通事故をめぐる諸問題」交通集
46巻索引・解説号329頁。なお、榮春彦「自賠法三条の『運行によって』の意義」
吉田秀文・塩崎勤編『裁判実務体系 8・民事交通・労働災害訴訟法』（青林書院・
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する損害、ひいては損害を生ぜしめるところの自動車固有の危険の範囲は
どこまでか、という点が「運行によって」の解釈をめぐる諸学説や裁判例
の根底にある問題意識であるが、これをそのまま解釈指針に反映したもの
ともいえよう。
（ 9）　規範的評価説
　ドイツにおける議論を参考に、第一には運行供用者が当該の事故につい
て責任を負うためには、その事故が自賠法 2条 2項の意味での「運行」と
事実的因果関係がなければならないということ、この事実的因果関係があ
る事故が更に自賠法 3条にいう「運行によって」生じた事故といえるかど
うかの積極的判断においては、直接的運行供用者が主体としてなす危険な
活動という意味での運行が問題とされるべきであり、その上で当該事故は
事故時の自動車運行が交通参与者に対して有していた危険の現実化といえ
るかどうかという規範評価的帰責性関連が基準とされるべきとする立場で
ある
（18）
。
2 ．「によって」について
（ 1）　「際して」説
　原因たる自動車の運行と直接あるいは近接する場所的時間的関係があれ
1985年）71頁以下の「『自動車』には、クレーン車…など、専ら機械作業を目的と
し人や物の運搬を任務としない特殊車両も含まれ、その構造や装備は用途に応じて
異なる。人身に対する自動車特有の危険性とは、このような各種の自動車がそれぞ
れの使用態様において包蔵するものであって、その構造や装備、用途によって自ず
から差異がある。したがって、『当該装置の用い方に従い』というのは、それぞれ
の自動車特有の危険性を包蔵する使用態様の定型を指し示すものと理解すべきであ
ろう。…固有装置説の意義は、従前の説明では除外されかねなかった特殊自動車の
付属装置の操作も『運行』に含めた点にあるのであって、必ずしも『運行』概念の
外延を確定するものではないと思う。…結局、なんらかの形で実質的な原因力の程
度を考慮し、当該の使用態様が人身侵害に関し自賠法三条の帰責を認めるに足る程
度の定型的な危険性を有するか否かを見究めるべきことになる。」という指摘も同
趣旨と思われる。
（18）　坂本武憲・判批・法協108巻 7 号179頁。
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ば足り、自動車特有の危険のみを原因とする必要はないとする
（19）
。
（ 2）　相当因果関係説
　民法709条の不法行為責任における相当因果関係と同様に解する立場で
あり、判例（最判昭和47年 5 月30日民集26巻 4 号939頁）である。近時、危険
性の有無を加味した上で相当因果関係を判断すべきとする考え方が有力で
あり、「固有装置説をとり、危険性説のいう危険性の有無は相当因果関係
の有無（又は過失の有無）の判断の際の有力な判断基準とする考え方をと
るのが、法文にも無理なく合致し、柔軟な結論を導くことができ、説明に
も難がな
（20）
い」とされる
（21）
。危険性顕在化説も同様に解し、「『運行』と『によ
って』を区別しますと、『運行』の要件で、自動車固有の危険性を顕在化
させ得るような行為であったか否かを検討し、『によって』の要件で、そ
のような自動車固有の危険性が現に顕在化したといえるか否かを検討す
る、という整理になると思われますが、…両者は、実質的には重なる場合
が多いと思います
（22）
。」とされる。
（ 3）　事実的因果関係説
　相当因果関係説は、予見可能性を持ちだしている点で加害者側の過失と
関連せざるをえず、自賠法 3条ただし書が運行に関する無過失の立証責任
を加害者側に負担させていることと矛盾するとして、事実上の因果関係が
認められる場合に運行「によって」が認められるとす
（23）（24）
る。
3 ．自然災害等不可抗力
（25）
について
　自然災害による事故（例えば、洪水に車ごと巻き込まれた事故）における
（19）　坂本雄三・前掲注 3・129頁。
（20）　坂本倫城・前掲注 8・66頁。
（21）　同様の立場に立つものとして、丸山一朗「自賠法三条の『運行』、『運行によっ
て』の意義」飯村敏明編『現代裁判法大系 6』（新日本法規、1998年）107頁。
（22）　中村修輔・前掲注17・33頁。
（23）　寺本嘉弘・前掲注10・58頁。
（24）　中村行雄・前掲注11・112頁。
（25）　不可抗力について、加藤一郎「『不可抗力』について」法教 1号48頁は「本来、
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自賠法 3条責任の成否については、自然災害等いわゆる不可抗力を書かれ
ざる免責事由とする説
（26）
と、「運行によって」にあたらないとする説
（27）
がある。
また、（自賠法 3条の免責事由として、但書の他に）「不可抗力と正当防衛が
独立の免責事由として考えられる…不可抗力は、地雷、落雷、がけ崩れな
どの場合である。このような場合に免責されるのは、一般理論から一応当
然と考えられる。そして、この場合には、運行と事故との因果関係がない
から、形式的には『その運行によって』にあたらないと説明することもで
きよう
（28）
。」として両者は互いに排斥しあうものではないという指摘もなさ
れている。
　危険責任における不可抗力免責について
（29）
、錦織教授は「危険責任は危険
源の定型的な危険についての危険源支配者の責任である。…不可抗力が危
険責任の免責事由とされたとき、不可抗力の解釈論の内容は結局、その危
険源の定型的危険がどこで認められなくなるかという吟味となるのであ
る。そうであるとすれば、それは危険責任の成立要件の尽きるところとい
うことになる。それゆえ不可抗力の解釈論は、成立要件の解釈と連続した
ものになるのである
（30）
」と説明されている。自賠法 3条責任についてこれを
内容の確定しない概念であり、人の統御力をこえたもので、責任をまるまる認める
のが不適当な程度に達したもの」とする。
（26）　「座談会　災害による自動車事故と補償─飛騨川バス転落事故を機縁として─」
ジュリ410号14頁以下で、宮原守男弁護士は、「自賠法三条といえども過失責任の原
則そのものは否定してないわけです。つまり過失責任の原則に立ちながら挙証責任
を転換にすぎない。不可抗力が免責事由であることについては、昔も今もかわって
いないのではないかということです。」とする。
（27）　國井和郎・判批・判タ698号51頁。
（28）　加藤一郎編『注釈民法（19）債権（10）』103頁（加藤一郎）。
（29）　危険責任と不可抗力免責について論じたものとして、平野義太郎「危殆責任と
免責事由としての不可抗力反証─とくに自動車災害に即して─」、平野克明「災害
問題と民事責任─『不可抗力』概念に関連して─」法経研究32巻 4 号 1 頁、根本尚
徳「免責の判断構造─不可抗力要件をめぐるドイツの議論を手がかりとした一考
察」現代民事判例研究会『民事判例Ⅳ─2011年後期』（日本評論社、2012年）、谷本
陽一「不可抗力と災害時における不法行為について」石村耕治＝市村充章（編）
『大震災と日本の法政策』（丸善プラネット、2013年）259頁。
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あてはめれば、自賠法 3条が保護の対象としない危険がすなわち不可抗力
ということになろう。東京地判平成24年12月 6 日判タ1391号261頁（三2.
（ 3 ）参照）は「100年に一度の降雨を凌ぐ予測を超える局地的な集中豪雨
による佐用川の氾濫という自然災害によるものであって、自動車本来が有
する固有の危険性が具体化したものではないから、本件車両の運行による
ものとはいえない」と判示したが、100年に一度というような局地的な集
中豪雨による川の氾濫という危険も、自賠法 3条が保護の対象とする危険
に含まれないものの一例と考えられる。
三　「運行によって」の解釈が問題となる類型
　「運行によって」の解釈については、自動車の関連する事故が多種多様
であるため、事故類型ごとに議論されてきた経緯がある。以下では、これ
まで議論されてきた事故類型を、 1．自動車が「運行」中といえるかが問
題となるもの（事故時、自動車が「当該装置の用い方に従い用い」られていた
といえるかどうかが問題となる類型）、2．運行「によって」が問題となるも
の（自動車が運行中であることは明らかであるが、事故が当該自動車の運行
「によって」生じたものといえるかどうかが問題となる類型）、 3．「運行」と
「によって」の双方が問題となるもの、の 3類型に分けて整理する
（31）
。なお、
自賠法 3条は「その運行によって他人の生命又は身体を害したときは、こ
（30）　錦織成史「不可抗力と避けることのできない外的事実─危険責任の免責事由に
関する一考察─」法律論叢110巻 4 ・ 5 ・ 6 号199頁。根本・前掲134頁は、錦織教
授のこの指摘は、日本における各種の免責要件に関しても、ドイツの不可抗力要件
と別異に解することはできず、「我が国でも、ある危険責任の免責要件が充足して
いると認められるか否かは、当該事案において、事業者にその危険責任の帰責事由
が存在すると判断しうるか否かによって決定されるものと解すべき」とする。
（31）　「交通事故による損害賠償請求訴訟の諸問題」判タ183号36頁、川井健「運行の
範囲」『交通事故賠償の法理と紛争処理─（財）交通事故紛争処理センター創立20
周年記念論文集（上）』（ぎょうせい、1994年）11頁等で挙げられた類型をもとに整
理した。
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れによって生じた損害を」と定め、「事故」という文言を用いてはいない
が、以下では、生命又は身体を害するような出来事という意味で適宜「事
故」という文言を用いる。
1 ．自動車が「運行」中といえるかが問題となるもの
（ 1）　道路以外の場所でのみ用いるべき自動車の「運行」
　工場敷地内や公園等道路以外の場所でのみ用いるべき自動車は、道路運
送車両法 2条 5項にいう「運行」から除外される。そのため、このような
自動車は自賠法 2条 2項の「運行」からも除外されるのではないかという
点が問題となった。
　この点、判例（最判昭和48年 7 月 6 日交民 6 巻 4 号1075頁）は、自賠法 2
条 2項にいう運行とは、道路運送車両法 2条 5項にいう運行よりも範囲が
広く、工場敷地内や公園等道路以外の場所のみで自動車を当該装置の用法
に従い用いる場合を含むとした
（32）
。
（ 2）　被牽引車による事故
　「運行」すなわち「当該装置の用い方に従い用いること」の解釈につい
て、既述のとおり、自賠法制定当初、「当該装置」を原動機と解し、運行
とは自動車を原動機により移動せしめることをいうとする説（原動機説）
が主張され、次に、「当該装置」を原動機よりも広く走行に関連する装置
と解する説（走行装置説）、クレーン車のクレーンのような当該自動車に固
有の装置と解する説（固有装置説）が主張された。
　原動機説は、車が原動機により自力走行することを「運行」と解する説
（32）　事案は、Yの臨時雇として働いていたAが、作業場内でYの従業員が運転す
るハフペイローダに轢かれ死亡したというものである。ハフペイローダは運転免許
は不要で、作業場内でのみ運転されているので道路運送車両法第 2条 5項により自
動車登録から除外されていた。Aの遺族XらがYを被告として損害賠償請求訴訟
を提起した。最高裁は、「（自賠法 2条 2項）にいう運行とは、道路運送車両法 2条
5項にいう運行よりも範囲が広く、工場敷地内や公園等道路以外の場所のみで自動
車を当該装置の用法に従い用いる場合を含むという原審の判断は正当」と判示し
た。
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であるため、この説によれば、牽引車の力によって移動している被牽引車
は、「運行」中ではないこととなるが、判例（最判昭和43年10月 8 日民集22
巻10号2125頁）は、運転手があり操縦が可能であった場合は「運行によっ
て」生じた事故と認められるとし、原動機説を採らないことを明らかにし
た
（33）
。他方、運転手が乗車しておらず被牽引車の操縦が不可能であった場合
について、東京地判昭和60年11月29日交民集18巻 6 号1555頁
（34）
は、「故障車
両をロープ等で連結して牽引し、牽引された車両に運転手が乗車してハン
ドル、ブレーキ等を操作していた場合と異なり」、被牽引車の運行は、牽
引車の運行と一体としてこれに吸収され、牽引車のみが運行の用に供され
ていたものというのが相当であって、被牽引車は「運行」状態になかった
とした。現在の実務では、上記判例、裁判例を踏まえ、被牽引車に運転手
が乗車し操縦が可能であったか（被牽引車の運行が牽引車の運行から独立し
ていたといえるかどうか）という観点から、被牽引車が「運行」状態にあ
（33）　事案は、Y所有の三輪車（本件三輪車）のエンジンの具合が悪かったため、Y
が使用するAが修理業者に修理を依頼し、修理業者の自動三輪車にロープをつけ
て本件三輪車を牽引して遊園地の西外側の道路に面したY方を出発したが、途中
で本件三輪車のエンジンが動き始めたので牽引を止め、自力で走行すべくロープを
はずしていたとき再びエンジンが停止し、付近にいたB、Cら小学生は本件三輪車
を押したりしていたが、本件三輪車が再び牽引により進行を始めようとした際、
B、Cが本件三輪車の後部荷台に乗り、本件三輪車は Bらを乗せて進行していた
が、途中で急にBが飛び降り、死亡した、というものである。最高裁は、「運行の
定義として定められた『当該装置』とは、エンジン装置、即ち原動機装置に重点を
おくものではあるが、必ずしも右装置にのみ限定する趣旨ではなく、ハンドル装
置、ブレーキ装置などの走行装置もこれに含まれると解すべきであり、従って本件
の如くエンジンの故障によりロープで他の自動車に牽引されて走行している自動車
も、当該自動車のハンドル操作により、或いはフットブレーキまたはハンドブレー
キ操作により、その操縦の自由を有するときにこれらの装置を操作しながら走行し
ている場合には、右故障自動車自体を当該装置の用い方に従い用いた場合にあた
り、右自動車の走行は…運行にあたると解すべき」とした。
（34）　被牽引車が牽引車に連結されて走行中、牽引車が急制動の措置をとった結果、
被牽引車に積載されていた鉄骨が緩んでいたロープから抜けて前方に飛び出し、A
運転の普通貨物車に衝突、Aが受傷したという事故であった。
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ったかどうかが検討されている。
（ 3）　無人車の暴走事故
　制動不完全の無人車が坂道で暴走し、歩行者や他の車両に衝突した事故
については、走行開始時は運転手が乗っておらず「運行」中であったとは
いえないのではないか
（35）
という点が問題となったが、下級審裁判例は、完全
に止めなかったという運行行為によって結果が生じたのだから、「運行に
よって」生じた事故といえる（横浜地判昭和45年10月26日判時622号96頁）旨
判示しており、現在では、事故発生時車に運転手が乗っていたかどうかは
「運行」の判断に影響しないという点に争いはない。
（ 4）　特殊自動車の作業中の事故
　クレーン車のクレーン操作やフォークリフトのフォーク部分の操作等、
特殊自動車の走行と無関係な装置の操作は「運行」といえるかという問題
である。判例（最判昭和52年11月24日民集31巻 6 号918頁）は、道路下の田に
転落した貨物自動車の引き揚げ作業中、Ⅹが、クレーン車のブームから吊
り下げられたワイヤーの先端に取り付けられたフックを、貨物自動車に巻
きつけたワイヤーに引掛ける作業をしていたところ、クレーンのブームが
回転し、上空に架設されていた裸の高圧電線にワイヤーが接触、Ⅹは感電
して死亡したという事案において「自動車損害賠償保障法二条二項にいう
『自動車を当該装置の用い方に従い用いること』には、自動車をエンジン
その他の走行装置により位置の移動を伴う走行状態に置く場合だけでな
く、本件のように、特殊自動車であるクレーン車を走行停止の状態にお
き、操縦者において、固有の装置であるクレーンをその目的に従って操作
する場合をも含むものと解するのが相当」と判示した。この判決により、
判例は「固有装置説」を採用したものと理解されている。
　錦織教授が指摘されているように、クレーン車のクレーン操作に伴う危
険は、「自動車交通に典型的な危険ではなく、建設機械・土木機械に典型
（35）　「交通事故による損害賠償請求訴訟の諸問題」前掲注31・43頁。
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的な危険に質的に連なる危険」であり、本判決は「自賠法二条二項が単に
『当該装置の用い方に従い用いること』といって当該装置を限定する文言
をもたないことを利用して、「危険責任の交通危険以外の危険についての
適用拡張を行ったもの」といえよう
（36）
。
　すなわち、本判決は、クレーン車のクレーンなど特殊自動車を特殊自動
車たらしめている特殊装置（クレーン装置がなければクレーン車とはいえな
いであろう）の操作に限って「運行」の適用拡張を行ったものであったと
考えられるが、その後、広義の固有装置説が登場するなど、「固有装置」
という文言それ自体の抽象性も相まって、現在、「運行」の意味するとこ
ろは、より広範囲なものと理解されつつある。
（ 5）　駐（停）車車両が関連する事故
　既述の通り、自賠法 2条 2 項は「運行」について、「当該装置の用い方
に従い用いること」と定めるが、この文言に照らせば、エンジンを切って
駐車中の車両は、当該装置が用いられているとはいい難い。そのため、駐
車車両への衝突事故について、かつては、駐車車両の「運行によって」生
じた事故ではないとして自賠法 3条の責任を否定する判決（広島地判昭和
44年10月 3 日判時584号92頁等）もみられたが、都市部を中心に違法駐車車
両が増加し、違法駐車車両への衝突事故等が頻発する中で、駐車車両への
衝突事故について、駐車車両の「運行によって」生じた事故とする裁判例
が増加した
（37）
。
（36）　錦織成史「自動車損害賠償法第二条二項にいう『自動車を当該装置の用い方に
従い用いること』の意義」法学論叢104巻 3 号80─81頁。判例評釈として、他に吉井
直昭・最判解民事篇昭和52年度338頁、赤坂軍治・別ジュリ94号24頁、潮海一雄・
民商79巻 2 号134頁、北河隆之・別ジュリ152号30頁がある。
（37）　否定例として、広島地判昭和44年10月 3 日判時584号92頁、肯定例として、東
京高判昭和51年 6 月28日判時828号41頁、名古屋高金沢支判昭和52年 9 月 9 日交民
集10巻 5 号2174頁、大阪地判平成 2 年 9 月17日交民集23巻 5 号1155頁（「道路上に
駐停車中の自動車は、…駐車の態様によっては、走行中の自動車に劣らない危険性
を有する」と判示）、千葉地判平成 6 年 1 月18日交民集27巻 1 号41頁等。昭和33年
から平成 4年までの裁判例を整理したものとして、清水良二「駐車車両の損害賠償
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　学説においても、駐車車両への追突事故も「運行によって」生じた事故
に含めるべく、車庫出入説、広義の固有装置説等様々な見解が主張され、
現在の実務においては、駐車車両への衝突事故（駐車後比較的短期間のうち
に発生した場合）は駐車車両の「運行によって」生じた事故であるという
結論は一致している
（38）
。
2 ．運行「によって」が問題となるもの
（ 1）　非接触事故
　自賠法施行当初は、例えば、見通しの悪い交差点で、一時停止せずに右
方から交差点に進入してきた四輪車に驚き、これを避けようと転把した原
動機付自転車（原付車）が転倒し、原付車の運転手が受傷したというよう
な、車と車（車と人）の物理的な接触がない事故（非接触事故）であって
も、運行「によって」生じた事故といえるかについても議論の対象となっ
た。
　判例（最判昭和47年 5 月30日民集26巻 4 号939頁）は、歩行者と自動二輪車
との非接触事故について「不法行為において、車両の運行と歩行者の受傷
との間に相当因果関係があるとされる場合は、車両が被害者に直接接触し
たり、または車両が衝突した物体等がさらに被害者に接触したりするとき
が普通であるが、これに限られるものではなく、このような接触がないと
きであっても、車両の運行が被害者の予測を裏切るような常軌を逸したも
のであって、歩行者がこれによって危難を避けるべき方法を見失い転倒し
て受傷するなど、衝突にも比すべき事態によって傷害が生じた場合には、
その運行と歩行者の受傷との間に相当因果関係を認めるのが相当」とし、
責任」東京三弁護士会交通事故処理委員会編『交通事故訴訟の理論と展望─創立30
周年記念論文集』（ぎょうせい、1993年）165頁。
（38）　狭義の固有装置説においては、駐車状態ではなく、その前提となる走行を終了
させるべく制動装置を操作することにより駐停車する行為を「運行」と捉え、右運
行から生じた駐車状態中に生じた事故として、「運行によって」の「によって」の
解釈の問題として考慮すべき、とされる（比佐・前掲注 9・10頁）。
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非接触事故であっても、「衝突にも比すべき事態」と認められる場合には、
受傷と自動車の運行の間に相当因果関係があり、運行「によって」生じた
損害と認められると判示した。
　非接触事故の類型として、冒頭の例のような①被害者が車の接近に驚
き、結果回避措置をとった結果転倒・滑走等した事故、②道路に駐車した
車がその車高・車幅により被害者の視界を遮った結果、被害者の回避措置
が遅れ被害者運転車両が他車と衝突等した事故、③車が車道上等危険な場
所で停車し、同乗者を降車させた直後、他車が同乗者に衝突した事故、④
車両からの落下物に後続車が衝突する事故が挙げられ、いずれも相当因果
関係の有無により判断されている。①については、被害者が相手車両を発
見した地点・時点、その際の双方の距離・速度、通常人がこれらを認識し
た場合、動揺・驚愕するか、その程度、被害者が事故回避措置を開始した
地点・時点、発見時から事故回避措置開始時までの状況、事故回避措置の
内容及びその結果等を総合考慮して判断されている
（39）
。
（ 2）　同乗者の飛び降り
　牽引されて走行中の自動車からの子供飛び降り事故については、通常あ
りうることとして運行「によって」生じたものと認められている（最判昭
和43年10月 8 日民集22巻10号2125頁）一方、飛び降りることの危険性を認識
できる者が故意に飛び降りた場合に、運行「によって」生じた事故といえ
るかどうかについては争いがある。裁判例では、Aから脅迫を受けた B
が、Aの自動車に無理やり乗せられて発進した後に後部座席から飛び降
りて死亡した事故について相当因果関係が認められている（大阪地判平成
5 年 7 月15日交民26巻 4 号909頁）が、走行中の車から自殺目的で突然飛び
降りた場合や、運転手に断りなく停車中のトラックの荷台に乗り、発進後
飛び降りた場合等については、運行供用者に予見可能性がないとして、相
当因果関係を否定すべきとする見解もあると考えられる。
（39）　中園浩一郎「非接触事故における過失相殺」『民事交通事故訴訟損害賠償額算
定基準2007年版（下）』41頁。
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（ 3）　自然災害
　例えば、道路を走行中の車が洪水に巻き込まれ、同乗者が車内で溺死し
たという場合は、洪水に巻き込まれた時点で車が運行中であったとして
も、溺死は洪水が原因であって、運行が原因ではなく、したがって運行
「によって」死亡したとはいえないのではないか、という問題である。
　車が自然災害に巻き込まれた事故について、自賠責保険の支払可否が最
初にクローズアップされた事故として、いわゆる飛騨川バス転落事故（昭
和43年 8 月、岐阜県加茂郡白川町地内の国道41号線上で発生した観光バス 2 台
の飛騨川への転落水没事故）があるが、この事故については、その被害の大
きさに鑑み、閣議決定
（40）
によって運転手を除く乗客全てが自賠責保険の支払
対象とされたこともあり、「運行によって」生じた事故と認められるか否
かについては十分な検討がなされなかった。
　下級審裁判例としては以下があるが、②─ 1・②─ 2と、③─ 1・③─
2は同一事故（前者は自賠責保険の保険会社を被告とする自賠法16条 1 項に基
づく損害賠償額請求訴訟、後者は自動車保険の保険会社を被告とする人身傷害
補償条項に基づく保険金請求訴訟）に関する判決である。
①　広島地判平成 5年 2月24日交民集26巻 1 号252頁
〈事案の概要〉　町内の消防団班長A運転のA車が、集中豪雨による避難
命令がだされたため、同じ町内に居住する Bらを同乗させて走行中、河
川の護岸が崩壊し国道が陥没してA車が河川に転落、A、Bを含む搭乗
者全員が死亡した事故。Bの遺族が原告となり、Aの遺族と自賠責保険
会社を被告として訴訟を提起した。
〈判旨〉　「集中豪雨のさなかを自動車で進行したことは、たしかに、事故
当日は、折からの集中豪雨という異常気象のもとにあって、見通しは悪
く、冠水もあり、また土石流もあって危険な状態であったことは主張のと
おりであるが、それ故にこそ…避難命令が出たのであるから、その執行に
あたったAが自動車で避難させようとしたことを過失とみることもでき
（40）　第59回国会交通安全対策特別委員会第 3号（昭和43年 8 月26日）参照。
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ない。したがって、Aには本件事故の発生について過失はなく、本件事
故は道路の崩壊という自然現象によって発生したものであるところ、…A
車に構造上の欠陥または機能の障害もなかったものと認められる。そうす
ると、Aは自賠法三条但書により、本件事故につき損害賠償責任はな
い」。
②─ 1　東京地判平成24年12月 6 日判タ1391号261頁
〈事案の概要〉　平成21年 8 月 9 日、A運転、Aの妻 B・子 C・子D同乗
の普通乗用自動車（以下、「本件車両」）が中国自動車道の作東インターチ
ェンジから同自動車道を出て、兵庫県内に入り、佐用郡佐用町付近の国道
179号線・373号線（以下、「本件国道」）を進行していたところ、本件国道
の東側に沿って流れる佐用川が台風 9号の影響による集中豪雨のため氾濫
し、停止した本件車両から降車したA・B・C・Dが濁流に流され、A・
B・Cが死亡した事故。Cの遺族Xが本件車両を被保険自動車とする自賠
責保険契約を締結していたY保険会社に対し、自賠法16条 1 項に基づき、
損害賠償額の支払を求め、訴訟を提起した。なお、X側は、Aは本件車
両を水没させて走行不能にする自損事故を起こしており、この自損事故
（運行起因事故）と Bらの死亡との間には相当因果関係があり、本件にお
いて運行起因性を認めることは、最判平成19年 5 月29日裁判集民事224号
449頁
（41）
の趣旨に沿うものと主張した（仮にAが自らの判断で本件車両を停止
（41）　事案の概要は次の通りである。Aは、高速自動車道の上り線で、普通乗用自
動車（以下、本件車両）を運転中、運転を誤って、本件車両を車両中央分離帯のガ
ードレールに衝突させるなどし、その結果、本件車両は走行不能となり、走行車線
を追い越し車線とにまたがった状態で停止した（以下、本件自損事故）。事故現場
付近には街灯はなく、暗かった。Aは、本件自損事故後すぐに本件車両を降り、
小走りで走行車線を横切って道路左端の路肩付近に避難したが、その直後に本件車
両と道路左端との間を通過した後続の大型貨物自動車に接触、衝突されて転倒し、
更に同車の後方から走行してきた大型貨物自動車により轢過され死亡した。Aの
相続人らが搭乗者傷害条項に基づき死亡保険金及び遅延損害金を請求した。この事
案について、最高裁は、Aは被保険自動車である本件車両を運転中、何らかの原
因により運転操作を誤り本件自損事故を起こしたというのであるから、Aは「被
保険者」に、本件自損事故は「運行起因事故」にそれぞれ該当（搭乗者傷害条項の
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させたとしても、危険が予見される場所で停止させたことについて運行供用者
責任が生じるとした）。
〈判旨〉　本件車両は、本件国道を南から北に向けて佐用郡佐用町佐用付近
を進行していたが、本件現場において、同町内に住む E運転のジープ
（以下「E車」）の後に続いて停止した。本件車両が停止した時点において
は、佐用川は増水していたものの、既に右岸堤防高を越えて浸水が始まっ
ていたのかどうかは明らかではなく、本件車両の停止時における道路の水
位も定かではない上、Eは、本件車両のライトは付いていたと供述してい
るのであるから、「本件車両は、E車が停止していたためにその後方に停
止したにとどまるのか、進路の前方が浸水して車両による走行が困難であ
ると判断して停止したのか、冠水した道路に進入して浸水により走行が不
能になって停止したのかなど、停止の理由は明らかではない。しかし、
……その後、周囲の水位が徐々に高くなってきたことなどから、A・B・
C・Dが停止した本件車両から出て、本件国道を歩いて南方向に移動して
いたところ、折から佐用川が右岸堤防高を越えて氾濫したことによる濁流
が押し寄せ、A・B・C・Dがそれに流され、B・Cが溺死したものと認め
られる。したがって、B・Cの死亡は、100年に一度の降雨を凌ぐ予測を超
える局地的な集中豪雨による佐用川の氾濫という自然災害によるものであ
って、自動車本来が有する固有の危険性が具体化したものではないから、
本件車両の運行によるものとはいえないというべきである。」「原告は、本
件車両の停止とB及び Cの死亡との間には、相当因果関係が肯定される
べきである旨主張する。しかしながら、…B及び Cは、予想を超える局
解釈として、運行起因事故による被保険者の傷害は、運行起因事故と相当因果関係
がある限り被保険者が被保険自動車の搭乗中に被ったものに限定されるものではな
いと解すべき）するとし、「Aは本件自損事故を起こし避難せざるを得ない状況に
置かれており、Aの非難行動は避難経路も含めて危険にさらされた者の行動とし
て自然なものであること、轢過が本件自損事故と時間的場所的に近接して生じてい
ることからしても、Aにおいて前記避難行動とは異なる行動を採ることは期待で
きないことを勘案すると」、運行起因事故である本件自損事故とAの轢過による死
亡との間には相当因果関係があると認められる、とした。
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地的な集中豪雨による作用川の氾濫という自然災害によって死亡したもの
であって、その死亡と本件車両の運行との間には相当因果関係はないとい
うほかはない」。（最判平成19年 5 月29日裁判集民事224号449頁は）「自損事故
という運行起因事故の存在を前提として、搭乗者が車両外で事故に遭った
場合においても、避難行動が自然であり時間的にも場所的にも近接性があ
るときには、その運行起因事故と死亡との間に相当因果関係があるとした
ものであって、…運行起因事故の存在が立証できておらず、自然災害によ
って死亡の結果が生じた本件とは事案を異にするものである。」
②─ 2　東京高判平成25年 5 月22日交民集46巻 6 号1701頁（②─ 1 の控訴
審
（42）
）
〈判旨〉
（本件車両が本件自損事故を惹起したか否か）
　F運転車両（以下「F車」）が本件車両の後方の位置で走行不能となって
いること、「Aが B・Dを伴い、車外に出て大人の膝上くらいある冠水部
分を歩行により避難するという選択を余儀なくされていることなどから、
「遅くとも、A一家が徒歩で避難を開始した時点では、本件車両が走行不
能となっていたものと認められる。」しかしながら、A一家は冠水部分に
進入して停止した時点から避難を開始する時点まで、少なくとも Fが北
側方向を往復するのに要した時間程度を車内で逡巡していたものと認めら
れる。「そうだとすると、避難を開始した時点で本件車両が走行不能であ
った事実は間違いないが、冠水部分に進入して E車の後方で停止した時
点で、直ちに走行不能に陥ったと断定することまではできない。したがっ
て、本件車両は、冠水道路に進入したことによりエンジン停止したという
本件自損事故を惹起したことを認めることはできない。」
（運行起因性ないし因果関係について）
　「B及びCの死亡と本件自損事故とは時間的にも場所的にも近接してい
るとはいいがたく、両名の死亡事故は本件自損事故と直結しない佐用川の
（42）　評釈として、山下典孝・損保研究76巻 1 号231頁がある。
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氾濫という自然災害によるものというべきである。…以上によれば、本件
は、自賠法 3条の定める運行起因性の要件を満たさず、また、B・Cの死
亡は不可抗力によるものというべきであって、Aは B・Cの死亡により生
じた損害につき賠償すべき責任を負うものとは認められない。」
③─ 1　東京地判平成25年 3 月11日 LEX/DB文献番号2551146
〈事案の概要〉　②─ 1・②─ 2 と同じ事故について、XがA運転車両に
付保されていた人身傷害保険の保険会社Yを被告として保険金請求訴訟
を提起した。
〈判旨〉　「Aらは、α町内において、…大雨によって発生した水害に遭遇
したものであるところ、Aらの遺体および本件車両が別の場所で発見さ
れていることからすれば、Aらは、本件車両を停止させ、降車した後に
前記水害に遭遇したものと認められる。」そして、本件事故（相当程度の水
位の中で本件車両の走行を継続し、もって本件車両を走行不能に至らしめると
いう自損事故）の発生を認めることはできず、Aらが本件車両を停止させ
降車した経緯は不明といわざるをえない。「かかる事情に加えて、…α町
に降った大雨が『おおむね100年に一度の降雨』をも遥かに凌ぐものであ
ったことも併せ考慮すれば、Aらの死亡の原因については、かかる大雨
による作用川の氾濫という自然災害によるものであって、自動車本来が有
する固有の危険性が具体化したものではない可能性が高いものというべき
である。以上によれば、本件においては、…運行起因事故があったと認め
ることはでき」ない。
③─ 2　東京高判平成25年 8 月 7 日 LEX/DB文献番号25501813（③─ 1 の
控訴審）
〈判旨〉　Aらが避難を開始した時点では本件車両が走行不能に陥ってい
たとしても、本件車両が冠水場所に進入したことによってエンジン停止等
を生じて走行不能に陥った（本件事故）のか、それともAが自らの状況判
断で本件車両を停止させたのかは、本件全証拠によっても明らかではな
く、本件車両が本件事故によって走行不能に陥ったとまでは認めることが
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できない。したがって、Aが本件事故を発生させたと認めることはでき
ない。」また、仮に本件事故が発生したとしても、発生時期が明らかでな
い上、Aらが本件車両を出て歩行による避難を開始したのは、本件車両
の後方で、冠水により自車が停止した Fが、車外に出て北方向に70mほ
ど歩き、柵が途切れていたために戻ってきた頃と推測され、「その間、A
らは、本件車両の内外に止まっていたものと考えられるから、D以外の
3人の死亡と、本件事故との間の相当因果関係を認めることはできない。」
　自然災害に車が巻き込まれた事故の自賠法 3条責任の成否については、
既述の通り、自然災害等の不可抗力を「書かれざる免責事由」と解する説
と、自然災害が原因の事故は運行「によって」生じた事故ではないと解す
る説がある。裁判例①の結論部分は前者の説に立つものであり、裁判例②
─ 1・②─ 2、③─ 1・③─ 2は、後者の説に立つものといえるが、いず
れの裁判例においても、理論構成として前者と後者のどちらが妥当かとい
う点は問題となっていない（「本件事故は道路の崩壊という自然現象によって
発生したもの」という判示からすれば、裁判例①が後者の説を排斥するものと
はいえないであろう）。ただし、裁判例②─ 1以下のように、人傷保険と自
賠責保険の双方に対する訴訟が提起された場合には、保険会社としては、
後者の説に基づき主張立証する方向で対応することとなると考えられる
（仮に自賠責保険の保険会社において、自然災害を免責事由のみの問題として主
張した場合には、自賠責保険においては自然災害に車が巻き込まれたことによ
る人身損害を「運行によって」生じた損害と評価していると受け取られ、人傷
保険の保険会社が不利な立場になると考えられる）。
　公刊されている裁判例で、自然災害を「運行によって」（運行起因）の
問題とした裁判例は現在のところ同一の死亡事故に関する②─ 1・②─
2 、③─ 1・③─ 2 のみと考えられるところ、②─ 1 は、Bらの死亡は
「100年に一度の降雨を凌ぐ予測を超える局地的な集中豪雨による作用川の
氾濫という自然災害によるものであって、自動車本来が有する固有の危険
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性が具体化したものではない」から、本件車両の運行によるものとはいえ
ないと判示した。他方、②─ 2、③─ 1・③─ 2は、原告の主張する自損
事故の発生が認められないとした上で、仮に自損事故の発生が認められた
としても死亡は自然災害によるものであって Bらの死亡との相当因果関
係は認められないとした。
　この点、車が自然災害に巻き込まれ同乗者が死傷する場合として、走行
中に洪水等自然災害に巻き込まれる場合（純粋自然災害型）に加え、他車
両や電柱に衝突する事故を起こしその場で停止していたところ、自然災害
に巻き込まれる場合（交通事故後自然災害型）、地震の振動に過剰に反応し
て不必要な運転操作を行い、他車両や電柱に衝突する場合（自然災害後交
通事故型）が考えられる
（43）
。
　②─ 1以下の裁判例で問題となった事案は純粋自然災害型に該当し、②
─ 1の判示によれば、本件車両が停止しBらを降車させたことが「運行」
にあたるとしても、Bらの死亡は予測不可能な自然災害によるもので、運
行「によって」生じたものではないということになろう（予測可能な自然
災害によるものであった場合は運行「によって」生じたものといえるのか、と
いう点が残された問題といえる）。②─ 2は、仮に自損事故の発生が認めら
れたとしても、Bらの死亡は自然災害によるもので自賠法 3条の運行起因
性の要件を満たさないとしており、交通事故後自然災害型に該当する場合
でも、交通事故と自然災害の時間的場所的近接性等によっては、被害者の
損害が運行「によって」生じたものとはいえないと判断する余地があるこ
とを示唆するものと考えられる（③─ 1、③─ 2における自損事故とBらの
（43）　橋本佳幸「損害賠償額の割合的調整」現代不法行為法研究会編『不法行為法の
立法的課題』（商事法務、2015年）204頁は、加害者の行為による結果の発生に異常
な自然力が競合した場合について検討し、「たとえば、走行中の自動車が震度 6の
地震に遭遇し、車道から逸れて事故を起こした事例では、運行供用者責任（自動車
損害賠償保障法 3条）が成立するであろう」とし、自然災害後交通事故型について
自賠法 3条の責任が成立するとし、さらに「無過失責任一般において異常な自然力
の斟酌は否定すべき」とする。
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死亡との相当因果関係に関する判示は、自動車保険の人身傷害補償条項におけ
る、急激かつ偶然な外来の運行起因事故と被保険者の身体傷害（本事案では被
保険者の死亡）の間の相当因果関係についての判示であって、運行「によって」
（運行起因）の解釈についての直接の判示ではないが、身体傷害との相当因果関
係に関する判断という点でなお参考になると考えられる。）。
3 ．「運行」と「によって」の双方が問題となるもの
（ 1）　荷積み・荷降ろし中の事故（特に、荷積み・荷降ろし作業のた
め駐停車中のトラックの荷台から積荷が落下し、作業員または
通行人が死傷した場合、作業員が荷台から転落した場合）
　トラックの荷台を用いた荷積み・荷降ろし中の事故については、まず
「運行」に関し、駐車中の車両は「運行」中とはいえないのではないか、
最判昭和52年11月24日民集31巻 6 号918頁に照らし、荷台は「固有装置」
といえるか、固有装置にあたるとしても荷台の使用は「操作」（最判昭和
52年11月24日民集31巻 6 号918頁）ではないのではないか
（44）
という点が問題と
なる。また、運行「によって」については、人の行為が原因の事故で、
「運行」が原因の事故ではないのではないかという点が問題となる。さら
には、自賠法 3条が保護の対象とすべき危険の範囲はどこまでかという観
点から、自動車の取扱いから生ずる危険と積荷の取扱いから生ずる危険と
は、基本的に性格が異なるのではないか
（45）
という指摘もなされている。主な
下級審裁判例、判例として以下が挙げられる。
①　大阪高判昭和47年 5 月17日交民集 5巻 3号642頁
（46）
〈事案の概要〉　X会社の従業員Aは、工事用鉄筋を積載した普通貨物自
動車を運転して鉄工所に赴き、荷降ろしのため同鉄工所前道路左側に駐車
（44）　「座談会・東京地裁及び大阪地裁の交通事故裁判について」交民集16巻索引・
解説号371頁。
（45）　中西正明「荷おろし中の人身事故と自賠責保険に基づく保険金請求権」商事法
務1102号49頁。
（46）　評釈として、西垣道夫・別ジュリ48号50頁がある。
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した。道路は歩車道の区別がなく、また、交通量が多く、駐車禁止規制が
なされていた。駐車後、Aが運転席でX会社の荷降ろし作業員の 1 名に
連絡事項を話している間に、他の作業員 2名が荷降ろし作業を開始し、最
初の鉄筋束を車体左側に投下しようとしたところ、被害者 Bが当該普通
貨物自動車の左側方を通過しようとしたため、右鉄筋束が Bの右下腿部
に激突し、Bは右下肢開放性骨折の傷害を負い翌日死亡した。Bの遺族に
賠償金を支払ったX会社が、自賠責保険契約と任意自動車保険契約を締
結していた保険会社Yを被告として保険金請求訴訟を提起した。
〈判旨〉　「貨物自動車はその車種からみて荷物の積込み、荷下ろしを予定
しているものであり、その用途からみれば荷物の積込み、走行に続いて荷
下ろしのための一時停車という経過を辿るのが一般であるから、そのよう
な経過を辿った荷下ろし中の事故は貨物自動車の「運行」と密接な関連が
あり両者の間には前叙の相当因果関係があるというべく、その間に荷下ろ
し作業員の過失が介在したとしても右の因果関係が切断されるとは解し難
い。けだし右にいう『運行』とは定義規定たる自賠法二条二項により自動
車を当該装置（走行装置のみならず自動車の車種、用途に応じて構造上設備さ
れている各装置、たとえばダンプカーのダンプ等はもとより普通貨物自動車の
荷台、側板等固有の装置を指称すると解するのが自動車に関連する特殊の危険
から被害者を保護せんとする自賠法の精神に合致するものと解せられ、これを
走行装置を指すものとする控訴人の主張は狭きに過ぎ採用し難い。）の用法に
従って用いることをいうが、それは自動車をヱンヂンにより移動する場合
に限らず、停車中の扉の開閉、荷物の積下ろし等自動車の移動に密接に関
連する場合も含むと解すべきだからである。」
②　福岡地小倉支判昭和54年11月26日判時962号106頁
〈事案の概要〉　街路樹の花壇に土を入れるため自動車の荷台から土砂を落
とし入れる作業に従事していたAが荷台から転落して死亡した。花壇は
道路に沿って約 5 mの間隔で約800mにわたって設けられ、自動車は花壇
の前で一時停車し、土入れ作業が終了すると次の花壇の前へと順次走行し
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移動させていた。Aの遺族が自動車の所有者Yらを被告として損害賠償
請求訴訟を提起した。
〈判旨〉　「自賠法 3条所定の『運行』とは必ずしも自動車の走行そのもの
に限定するのではなく、その走行自体の他これに密接してなされた駐停車
中等を含むものと解すべきである。…（事故は自動車を）比較的近距離内の
花壇から花壇へと順次停車と走行を繰り返し移動させながらしていた一連
の作業中に生じたものであるから、同事故発生時における同車の状態はそ
の走行中かこれに密接してなされた停止中であったというべきであり、い
ずれにしても前記『運行』に該当するものと認められる。」
③─ 1　大阪高判昭和55年12月13日交民集14巻 6 号1261頁
〈事案の概要〉　X 1 に、古電柱の積み下ろし作業員として雇用されたA、
X 2 らが、普通貨物自動車（本件事故車）に回収した古電柱を積載して材
料置き場に到着後、本件事故車を駐車させたまま昼食をすませ、約 1時間
休憩した。その後、本件事故車から古電柱の荷降ろし作業を開始し、A
が荷台に上り、X 2 が後方でロープを取り外したところ、そのうちの一本
が突然荷崩れし、Aは電柱もろとも荷台から転落、その下敷きになって
死亡した。Aの遺族に賠償金を支払ったX 1 、X 2 （本件事故車の運転者）
らが、本件事故車の自賠責保険会社Yを被告として保険金請求訴訟を提
起した。
〈判旨〉　「本件事故車のような普通貨物自動車の場合、側板や後板と区別
された意味での荷台が仮に『当該装置』に当るとしても、右荷台について
は、ダンプカー等の場合と異なり、『操作』ということは考えられないし、
本件事故時側板や後板が操作された形跡も証拠上うかがわれない。右材料
置場は、…関係者以外の人間や車両が出入することは許容されておらず、
付近に人家も少なく、一般通行人や一般通行車が出入するという事態はま
ず考えられないところである。更に、本件事故は、古電柱を回収してきた
作業員らが、古電柱積載中の本件事故車を右材料置場に駐車させたまま、
同置場敷地内の倉庫兼事務所内で昼食を済ませ、更に約一時間休憩を取っ
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た後の荷降ろし作業中の事故であって、駐車前の走行との連続性に欠け、
また、右荷降ろしが、走行準備のためのものではなく、駐車後の走行との
連続性にも欠けている。以上によれば、本件事故が自賠法二条にいう『自
動車を当該装置の用い方に従い用いること』によって発生したもの、すな
わち同法三条にいう自動車の『運行によって』発生したものということは
できない。」
③─ 2　最判昭和56年11月13日判時1026号87頁（③─ 1の上告審
（47）
）
〈判旨〉　「原審が適法に確定した事実関係のもとにおいて、本件事故が自
賠法三条にいう自動車の運行によって発生したものということはできない
とした原審の判断は、正当として是認することができ、原判決に所論の違
法はない。」
④　仙台高判昭和54年 9 月 7 日交民集12巻 5 号1184頁
〈事案の概要〉　Y会社の従業員Aと Bは、伐採した原木を林道に停車さ
せたトラックに運搬のため積載する作業をしていた。Bが原木をブルドー
ザーで運び、ブルドーザー前部のフォークリフトに積んでトラックに積み
込み、Aが積み込まれた丸太を整理する役割であったが、Bが丸太約30
本を荷台に積んだ後、2本を積み、Aがトラックの上に登りこれを安定す
る位置に動かした上降りてきたので、最後の 1本を積み、これで積み込み
は終わったものと判断しブルドーザーを後退させたところ、Aがトラッ
クの荷台から地上に転落し、更にその上から積荷の一部が落下して死亡し
た。Aの遺族XらがYを被告として損害賠償請求訴訟を提起した。
〈判旨〉　「Yは本件事故当時本件トラックを本件事故現場から製材所まで
の原木運搬の用に供すべく、製材所から事故現場まで運行し、更に原木を
積み込んで製材所に運搬するために事故現場に駐車させていたものであ
り、本件事故は、右駐車中における原木積載作業中の終了時点において、
トラック上にいた作業員が地上に転落し、更にその上から積荷の一部が落
下したことに因り発生したものであるから、自賠法二条にいう「自動車を
（47）　評釈として、小林和明・別ジュリ94号28頁がある。
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当該装置の用い方に従い用いる」状態において発生したものということが
できる。したがって、本件事故は自賠法三条にいう運行による事故という
べきである。」
⑤　金沢地判昭和58年 8 月18日交民集16巻 4 号1116頁
〈事案の概要〉　大型貨物自動車にブルドーザーを積載するため、同車のセ
ルフローダーを操作して荷台を傾斜させた上、同車後方の路上に仮設台と
して金属製の大型タイヤホイル 2個を設置し、ブルドーザーを運転して仮
設台を走行中、ブルドーザーのキャタピラが仮設台から外れてブルドーザ
ーが横転し、運転していたAがブルドーザーの下敷きとなって死亡した。
Aの遺族Xらが、大型貨物自動車に付保されていた自損事故保険の保険
会社Yを被告として保険金請求訴訟を提起した。
〈判旨〉　「まず『運行』の概念についてであるが、本件保険契約の約款に
はこれを特に定義した条項を設けていないのであるから、自賠法二条二項
が規定する『運行』の定義と同意義に解すべきである。…積載作業は本件
車両の走行に引続き国道上で行なわれ、積載終了後直ちに他へ走行する予
定であって、本件車両の走行と時間的場所的に接着しているものである。
これらによれば、本件における一連の積載作業は本件車両を当該装置の用
法に従って用いたものというべきであり、本件車両の「運行」に該当す
る。そして、…本件事故は本件車両の運行と密接な関連があるというべき
であり、セルフローダーを操作して荷台を傾斜させるという本件車両の運
行状態を利用してブルドーザーを積載するについては、その作業中ブルド
ーザーが転落する危険性は高く、一般人においても事故の発生が予見しう
るところであって、本件車両の運行と本件事故との間には相当因果関係が
あるといわなければならない。タイヤホイルを仮設台に用いたという亡
Aらの過失が事故発生の危険性をより高度のものとさせたことは否定で
きないが、これをもって本件事故が本件車両の運行に起因していないとい
うことはできないというべきである。」
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⑥　岐阜地判昭和58年12月13日交民集16巻 6 号1699頁
〈事案の概要〉　Y 1 所有の大型貨物自動車の荷台から、コンクリートパイ
ルをタイコにより地上に降ろす際、Xはタイコ係としてタイコ部分付近
にたち、右手でタイコに巻きつけたワイヤーロープを握っていたところ、
側方を通過したY 2 所有の小型貨物自動車がワイヤーロープ又はその先
端のフックに車体下方部分をひっかけ、ワイヤーロープを強く引っ張った
ため、Xの右手がロープとタイコの間に挟まれた受傷した。XがY 1 Y 2
を被告として損害賠償請求訴訟を提起した。
〈判旨〉　「自動車の『運行』に該当するか否かを判断するにあたっては、
すべからく、当該装置を自動車に設置する目的・態様をはじめ、当該装置
と自動車の走行との接着性ないしは関連性の有無・程度並びに当該装置が
内包する危険性の程度・態様など諸般の事情を総合・考量して、これを決
定するのが相当である。」荷降ろし装置のうちタイコと軸は荷降ろし作業
時に限って車体に装着されるものであって、それ以外の場合は車体から取
り外されていること等からすると、「本件におけるがごとき荷降ろし装置
を用いてするコンクリートパイルの荷降ろし作業を目して、これが自賠法
三条所定の『自動車の運行』に該当するものと評価することは、いまだ到
底不可能であるというほかはない。」
⑦　東京高判昭和62年 3 月30日判タ644号200頁
〈事案の概要〉　一度発車したトラック（以下加害車）が燃料切れのため停
車して軽油を補給した後、エア抜き作業を行った際に、Xが作業を援助
するため加害車の荷台の積荷の上に乗って邪魔になる鉄筋を取り除く作業
を行い、荷台から降りようとして足を滑らせ転落、受傷した事故。Xが
加害車の自賠責保険の保険会社Yを被告として損害賠償額請求訴訟を提
起した。
〈判旨〉　「本件事故はXが停止していた加害車の荷台から降りようとした
際に誤って積荷の上で足を滑らせて路上に転落、負傷したというもので…
足を滑らせた原因は荷台の積荷の荷崩れによるものではなく、足元に十分
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注意しないで漫然と移動しようとしたためであることがうかがわれる。」
「自動車の荷台の積荷上を移動する場合には、足元に注意を払わないと足
を滑らせて地上に転落、負傷するおそれがあるが、その危険性は当該自動
車が運行中であると否とにかかわりなく一般的に存在するのであり、…本
件事故当時加害車が路上で発進準備状態にあったことにより、右の状態に
ない場合よりも積荷の足場が特に不安定で滑りやすい状況となっていたと
か、Xが特に急いで荷台から降りる必要があったとか、路面の状態が転
落したときに特に負傷しやすい状況となっていたというような事情は見当
たらないから、本件事故は、加害車の運行によって新たに付加され、又は
増大するに至った危険性に起因して発生したものということはできず、一
般の高所作業中の労災事故となんら異なるところがないものといわなけれ
ばならない。」
⑧　最判昭和63年 6 月16日民集42巻 5 号414頁
（48）
〈事案の概要〉　Yは、Aから依頼された角材を大型貨物自動車（本件車
両）に積載してYの事務所前に到着し、作業所に搬入しようとしたが、
本件車両を作業所前の空き地に駐車することができなかったので、Bと打
ち合わせて、事務所と反対側の道路端に駐車させ、フォークリフトで角材
を作業所内に搬入することにした。このため、幅員4.5m の道路の有効幅
員は2.5m に狭められた。Yは荷台上で本件車両の側方を通過する車両の
有無を監視する態勢をとり、Bがフォークリフトを運転して荷降ろし作業
を開始した。開始から30分後、三回目の荷降ろしのため本件車両に向かう
べく、Bがフォークリフトのフォークを路上に突き出した状態でフォーク
の高さを調整していたところに、本件車両に気を取られて前方注視をせず
に本件車両の左側を通過しようとしたⅩ運転の普通貨物車（Ⅹ車）が、フ
（48）　⑧と⑨双方の評釈として、田上富信・民商100巻 1 号135頁、吉川吉衛・判時
1318号198頁、國井和郎・前掲注27・46頁、加藤了・判タ711号71頁がある。⑧の評
釈として尾島茂樹・名古屋大学法政論集128号227頁、浦川道太郎・ジュリ臨増935
号77頁、瀬戸正義・最判解民事篇昭和63年度218頁、坂本武憲・前掲注18、田中
治・判タ735号136頁がある。
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ォークリフトのフォークに衝突し、Ⅹが受傷した。Xが原告となり、Y
を被告として自賠法 3条に基づく損害賠償請求訴訟を提起した。
〈判旨〉　「本件事故は、Xが、X車を運転中、道路上にフォーク部分を進
入させた状態で進路前方左側の空地に停止中の本件フォークリフトのフォ
ーク部分にX車を衝突させて発生したのであるから、Y車がフォークリ
フトによる荷降ろし作業のための枕木を荷台に装着した木材運搬用の貨物
自動車であり、Yが、荷降ろし作業終了後直ちに出発する予定で、一般
車両の通行する道路にY車を駐車させ、本件フォークリフトの運転者 B
と共同して荷降ろし作業を開始したものであり、本件事故発生当時、本件
フォークリフトが三回目の荷降ろしのためY車に向かう途中であったな
ど前記の事情があっても、本件事故は、Y車を当該装置の用い方に従い
用いることによって発生したものとはいえないと解するのが相当であ
る。」
⑨　最判昭和63年 6 月16日判時1298号113頁
（49）
〈事案の概要〉　普通貨物自動車に積載・運搬してきたラワン原木の荷降ろ
し作業として、Xが同貨物自動車の側面にフォークリフトを横付けし、
荷台上の原木をフォークリフトによって荷台の反対に突き落としたとこ
ろ、折からそこを通りかかった子供Aの上に落下し、Aが死亡したもの。
本件車両は、木材運搬専用車であって、その荷台には木材の安定緊縛用の
鉄製支柱のほかフォークリフトのフォーク挿入用の枕木等が装置されてお
り、その構造上フォークリフトによる荷降ろし作業が予定されている車両
であった。Aの遺族に賠償金を支払ったXが、本件車両の自賠責保険の
保険会社Yを被告として保険金請求訴訟を提起した。
〈判旨〉　「右事実関係のもとにおいては、右枕木が装置されている荷台は、
本件車両の固有の装置というに妨げなく、また、本件荷降ろし作業は、直
接的にはフォークリフトを用いてされたものであるにせよ、併せて右荷台
（49）　評釈として、松村武・別ジュリ52号38頁、田口紀子・判タ35号134頁、國井和
郎・私法判例リマークス 1号124頁がある。
自賠法 3条の「運行によって」概念について（植草）　　303
をその目的に従って使用することによって行われたものというべきである
から、本件事故は、本件車両を『当該装置の用い方に従い用いること』に
よって生じたものということができる。」
⑩　仙台地判平成元年12月 6 日判タ772号259頁
〈事案の概要〉　Aは、大型トラックを駐車させ、全油圧式堀削機（ユン
ボ）を運転して後部の積込み板を経て荷台に載せたが、その際、ユンボの
重量によりトラックの後部が沈み込んだため、トラック前部が後輪を支点
として地面から浮き上がり、ユンボが荷台上を前方に進行するに従い、浮
上がったトラック前部が地面に落下した。落下時の振動により、ユンボは
本件車両荷台上からバランスを失ってトラック左側に落下し、道路路肩下
の側溝及び農耕用道路に転落、Aは本件ユンボの下敷きになり死亡した。
Aの遺族Xはトラックに付保されていた自損事故保険の保険会社Yを被
告として保険金請求訴訟を提起した。
〈判旨〉　「自賠法は危険物責任の思想に立脚して同法二条、三条を定めて
いるところ、右の『当該装置』とは、自動車がエンジン駆動による走行に
よって人又は物を短時間内に大量に移動し運送する機器であることに照ら
し、エンジン、ハンドル、ブレーキ等走行のための装置、ダンプカーの荷
台の昇降装置、クレーン車のクレーン、ユンボのバケット、フォークリフ
トのフォーク、コンクリートミキサー車のミキサー等自動車固有の機械的
装置をいい、『用いる』とは右機械的装置を操作すること又はその操作の
継続している状態をいうものと解すべきである。したがって、自動車が走
行中であっても窓から蜂が入って刺されたとか、停車中の乗客が乗降に際
し転んで負傷したときのように、運行と直接関係のない事故は運行性を有
しないということになる」。「これを本件についてみるに、本件事故は、A
が既にエンジンを切って停止している本件車両の荷台に、本件車両とは別
個の自動車である本件ユンボを運転操作して積込中に発生した事故であ
り、Aはなんら本件車両の機械的操作をしていないし、また、本件事故
は不適正な本件車両の機械的操作継続中の状態（例えばサイドブレーキの掛
304　　早法 91 巻 3 号（2016）
け方の不完全）に起因して発生したものでもないから、そもそも本件車両
の運行に起因して発生した事故ということはできない。」
⑪─ 1　広島高判平成 6年12月15日交民集28巻 5 号1255頁
〈事案の概要〉　Yが大型貨物自動車（加害車）に積載されているパワーシ
ョベル（被害車）を降ろすため加害車の荷台を傾斜させたところ、被害車
が加害車の荷台から滑落横転し、被害車に乗っていたCが下敷きとなり
死亡した事故。Cの遺族がYらに対し、損害賠償請求訴訟を提起。
〈判旨〉　「自賠法二条二項によれば、『運行』とは『自動車を当該装置の用
い方に従い用いる』ことをいうとされるところ、加害車は…荷台にユニッ
トクレーンを取付るべく改造がなされた大型貨物自動車であって、加害車
のアウトリガー、荷台は加害車の固有の装置に該当するというべきであ
る。そして、本件事故は、Yが加害車に被害車を積載して本件事故現場
まで運搬し、走行停止のうえ、被害車を加害車から積降すべく、加害車の
アウトリガーを操作して荷台を傾斜させていた際に発生したものであるか
ら、自賠法二条二項の『運行』の定義にいう『自動車を当該装置の用い方
に従い用いる』場合に該当し、…本件事故とCの死亡の結果とは相当因果
関係があると認めるのが相当であって、本件事故は加害車の運行によって
生じた事故というべきである。」
⑪─ 2　最判平成 7年 9月28日交民集28巻 5 号1255頁（⑪─ 1の上告審）
〈判旨〉　「所論の点に関する原審の判断は、正当として是認することがで
きる。」
⑫　仙台高判平成14年 1 月24日判時1778号86頁
〈事案の概要〉　Aと Bが、普通貨物自動車の荷台に畳の芯素材を積み込
んで、畳製造工場まで運転し、同工場の建物に進入しようとしたところ、
工場の入り口のシャッターに積荷の高さがつかえる状態であったため、入
口付近に一旦車両を止め、積荷の一部を荷台後部に降ろすこととし、工場
入口付近にエンジンを切った状態で駐車させた。この積み替え作業に際し
ては、Bが運転席の屋根に登り、積荷を荷台後部方向に押し出し、これを
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荷台上にいたAが受け止めて並べる作業をしていた。助手席側の積荷の
積み替えが終わり、Bが運転席側の積荷を押し出したところ、押し出した
積荷が後部荷台上に落下しない間に、Aは荷台から後方に落下し、地面
上に仰向けの状態で倒れこみ、頭蓋骨骨折等により死亡した。Aの遺族
Xらが、普通貨物自動車の自賠責保険の保険会社であるYを被告として、
自賠法16条に基づき損害賠償額の支払を求める訴訟を提起した。
〈判旨〉　「本件事故の原因は明らかでないが、少なくとも、その原因はA
が荷台から足を踏み外したことによるものと推認されるのであり、そうだ
とすれば、本件事故は、自動車に限らず、一般に高所における作業に伴う
危険が発現したものというべきであって、自動車の運行によって生じたも
のと認めることはできない。すなわち、…自賠法にいう『運行』とは『自
動車を当該装置の用い方に従い用いること』であり、本件車両の荷台は自
動車の固有の装置ということができるが、本件事故においては、本件車両
の荷台は単にその場所で積荷の積替え作業が行われたという以上の意味を
有せず、本件事故が『自動車の当該装置（荷台）の用い方に従い用いるこ
と』によって生じたもの、言い換えれば、自動車の荷台の使用から通常予
想される危険が発現したものということはできない。…したがって、本件
車両の運行と本件事故の間には相当因果関係がないというべきであるか
ら、控訴人らの本訴請求は理由がない。」
⑬　大阪地判平成15年 9 月10日交民集36巻 5 号1295頁
〈事案の概要〉　X（運輸会社に勤務する運転手）が、大型貨物車（本件車両）
を運転して、目的地に向けて発車した後、荷締めが緩んだのではないかと
気になり、本件車両を高速道路のインターチェンジの手前の公道上（待避
場所）に停車させ、荷締めをし直した後に再び本件車両を発進させる予定
でいたところ、荷締め直し作業中に荷台から転落し受傷した。Xは保険
会社Yを被告として、勤務先の会社がYとの間で締結していた自損事故
保険契約に基づき保険金請求訴訟を提起した。
〈判旨〉　「本件事故当時、本件車両の荷台には、床材が積載されていたが、
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このような荷積み状態それ自体は、本件車両の固有の装置を操作、使用す
る場合には該当しないが、…本件車両を路上に駐車していたこと、停車前
後の走行との連続性に鑑み、本件事故は本件車両の走行中の事故と言うこ
とも可能であると考える。しかしながら、さらに本件事故が『運行に起因
して』起こった事故であるといえるかということとなると、これを肯定す
ることはできないというべきである。…本件事故は、停車中の荷積み上か
らの転落事故であって、…本件事故時、本件車両のエンジンは切られてお
り、駐車位置は待避場所であったこと、したがって、本件車両のエンジン
の振動によって転落したとか、駐車していたことによって他の車両の通行
妨害となって直ちに本件車両を移動させる必要があって慌てて転落したな
どの事情は存在しないことから…、本件事故は、本件車両の運行によって
生じた（あるいは増大された）危険性に起因して発生したものとは認めら
れず、一般の高所作業中の事故と何ら異なるところがないと言わなければ
ならないからである。原告は、最高裁昭和六三年六月一六日判決（裁判集
民事一五四巻一七七頁）小法廷判決を引用して、荷台そのものが自動車
『固有の装置』であり、荷台の『使用』を『運行』と認められるとして、
『運行』によって本件事故が発生したというべきであるとも主張するが、
「上記最高裁判決は、貨物自動車の側面にフォークリフトを横付けし、荷
台上のラワン原木をフォークリフトによって、荷台の反対側に突き落とし
ていたところ、折からそこを通りかかった少女の上にこれが落下し、同女
を死亡させた事案であり、かつ、当該貨物自動車が木材運搬専用車であっ
て、その荷台には、フォークリフトのフォーク挿入用の枕木等が装置され
ており、フォークリフトによる荷下ろし作業が、上記貨物自動車の装置
（フォーク挿入用の枕木）を使用してなされたことに着目して、『当該装置
の用い方に従い用いたもの』と判断したものであって、上記最高裁判決
は、貨物自動車の『荷台』そのものを、自動車の『固有の装置』として、
荷台の荷物の積み下ろしに関するすべての作業を『固有の装置をその用い
方によって用いたもの』として、『運行』に当たると解釈したものではな
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い」。
　上記の判例・裁判例のうち、⑧のみ民集搭載の判例であるが、この事案
は、フォークリフトと自動車が衝突したという事故（トラックと自動車は
非接触）で、当該フォークリフトが三回目の荷降ろしのためトラックに向
かっていた等の事情をもってトラックの運行による事故といえるかどうか
が問題となり、判例がこれを否定したもので、荷台が「固有装置」にあた
るか等は直接争点とならなかった。
　⑧以外は荷台の使用中の事故であり、荷台の使用態様別にみると、⑤と
⑪─ 1・⑪─ 2は荷台を傾斜させて使用中に発生した事故であり、⑤はセ
ルフローダーを操作して荷台を傾斜させることを「運行状態」と評価し、
⑪─ 1・⑪─ 2 はアウトリガーを操作して荷台を傾斜させていたことを
「運行」と評価し、いずれも「運行によって」生じた事故と認めている。
他方、⑩はトラックの荷台に積載しようとしたユンボが前進するに従い浮
き上がったトラックの前部が落下し、その振動でユンボが落下し、ユンボ
を運転していたAが死亡したというもので、判決は、トラックの機械的
操作や機械的操作継続中の状態に起因して発生したものではないとして、
トラックの運行に起因して発生した事故ではないとした。
　上記以外の事案は、荷降ろし等のために荷台を平坦な状態で使用中に発
生した事故であるが、「運行によって」生じた事故としたもの（①、②、
④、⑨）と、これを否定したもの（③─ 1・③─ 2、⑥、⑦、⑫、⑬）があ
る。理由づけを確認すると、①から④は、主に荷積み・荷降ろしのための
駐車と、トラックの移動あるいは走行との間の密接な関連性の有無等を総
合的に勘案するという手法で、「運行によって」を判断していることが窺
われる。なお、③─ 1は荷台が「固有装置」にあたるかどうかについても
触れているが、傾斜できない平坦な状態の荷台は、傾斜できるダンプカー
の荷台等と異なり「操作」が考えられないとして否定的に判断している。
　こうした中で、民集搭載の⑧と同日に出された⑨は、「フォークリフト
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のフォーク挿入用の枕木等が装置されており、その構造上フォークリフト
による荷降ろし作業が予定されている車両」であったという自動車の構造
のみを理由として、運行によって生じた事故と判断した。一審の東京地判
昭和58年 7 月26日判時1088号100頁は、走行との連続性の有無等を総合的
に勘案して運行によって生じた事故と判断したことと対照的であり、荷積
み・荷降ろしの際の事故が「運行によって」生じた事故と認められるか否
かについて、判例はこのような判断手法をとらないことを明らかにしたも
のと考えられる。
　また、「右荷台をその目的に従って使用することによって行われたもの」
（下線部筆者）という判示から、⑨の判例は「最高裁昭和52年判決が固有装
置を『目的に従って操作する』ことを『運行』としていたのを『目的に従
って使用する』まで拡げて、荷降ろし作業中の事故を『運行』概念の中に
包摂し易くしたもの」とも解されている
（50）
。確かに、上記判示は、「当該装
置の用い方に従い用いること」には、操作のみならず、操作を伴わない使
用も含むことを示唆するように思われる。しかし、「フォークリフトのフ
ォーク挿入用の枕木等」が装置されている荷台は固有装置にあたる
（51）
一方、
装置されていない荷台は固有装置にあたらないのか、その理由は何か、と
いった点については具体的に判示されていないことからすれば、⑨の判例
は、「運行」、特に最高裁昭和52年判決が判示した「固有装置」の意義につ
いてより深い検討を行い、具体的に解釈指針を示したものとはいえず、
「運行」が荷台の使用や積荷の取扱い全般まで拡張されるのかについて、
判例の態度は明確ではないと言わざるをえないように思われる。
（50）　浦川・前掲注48・79頁。
（51）　⑨が、枕木が装置された荷台を「固有装置」と解したことについて、判タ685
号151頁のコメントでは、枕木等の装置が一時的な装置でなくその意味でこのよう
な装置を施した荷台は本件車両の固有の装置と見てよいことに着目したとされてい
る。また、瀬戸・前掲注48・155頁は、「荷台の構造が当該車両の固有の装置とみて
よいことに着目し、そのような荷台が使用される限りにおいては、これを『当該装
置の用い方に従い用いる』ものとみることができるとして、昭和52年判決の説示が
妥当する事案として処理したものと思われる」とする。
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　昭和60年代以降（⑦以降）の下級審裁判例は、自賠法 3条が保護の対象
とする自動車固有の危険の範囲はどこまでか、という観点から「運行」と
「によって」を一体的に判断する判決が多い点が特徴的であり、作業員の
荷台からの転落事故について、⑦⑬は一般の高所作業中の事故となんら異
なるところがなく、車の運行によって新たに付加・増大するに至った危険
性に起因して発生したものではないとし、⑫は「荷台の使用から通常予想
される危険が発現したものということはできない」として「運行によっ
て」生じた事故ではないとしている。
（ 2）　駐車車両内に長時間いたことによる事故（駐車車両内で親を待
っていた子供が熱中症になった場合等）
　このような事故では「運行」については、駐車中の車両は「運行」中と
いえるか、また、車両を部屋代わりに使用していたことは「用い方に従い
用い」ていたといえないのではないかという点が問題となる。また、仮に
事故時当該車が「運行」中であったとしても、車内に閉じ込められたため
熱中症になったことは、運行「によって」生じた事故とはいえないのでは
ないか（単に暑さによるもので「運行」とは無関係ではないか）が問題とな
る。主な下級審裁判例は次の通りである。
①　東京地裁昭和55年12月23日判タ442号160頁
（52）
〈事案の概要〉　A（妻X、子 Bとともに高崎市在住）は、Xが仕事のため横
浜に行くと称して家を出たため、これを連れ戻すため、本件自動車の助手
席に子 Bを乗せて運転し、自宅から約 8 キロメートル離れた駐車場に至
った。午前 9 時26分頃 Aは同駐車場に車を停止させ、Xに対し思いとど
まるよう強く説得したが、Xがこれを振り切って高崎駅に向かったため、
9時30分頃 Bを自動車内に放置したままXを追い、高崎駅から列車を乗
り継いで横浜市まで赴いた。炎天であったため、本件自動車の車内温度は
急激に上昇し、Bは午前11時30分頃熱射病により死亡した。Bを相続した
（52）　評釈として、今井薫・判タ452号68頁がある。
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X は、本件自動車の自賠責保険会社Yを被告として、自賠法16条に基づ
き損害賠償額の支払を求める請求を提起した。
〈判旨〉　「本件においては、…Aは本件自動車を駐車場内に駐め、自らは
降車して列車で他所に赴き、長時間にわたって本件自動車を駐車状態のま
ま置いていたというのであるから、少なくともAが降車して列車に乗車
した時以後は本件自動車はもはや『運行』状態になかったものといわざる
を得ない。…Aは本件自動車をBの居場所として本件自動車の空間的場
所をたまたま利用したにすぎないものとみざるを得ず、右のような利用方
法は自賠法にいう『その用い方に従って用いる』ことには当たらないもの
というべきである。また、…確かにドアを閉じるその行為自体は『運行』
状態の中の一動作として『運行』に含まれることは否めないが、前記判示
のとおり、本件においてはAにおいて本件自動車から降車してドアを閉
じたその後に一応「運行」状態は終了したとみるべきであるから、その後
においてはドアを閉じる行為の運行性を問題にする余地はないものといわ
ざるを得ない。のみならず、仮にドアを閉じた後も『運行』状態は継続し
ており、あとは事故との間の因果関係の問題であると解しても、もともと
運行と事故との間に相当因果関係の存在することが必要と解すべきとこ
ろ、本件において Bの死亡は…長時間の放置事故にもとづく熱射病によ
るもので、本件自動車のドアを閉じて密閉化した行為が死亡に至る原因の
一部をなしていると考えられないではないが、右のような事実関係のもと
においては、右ドアを閉じた行為と Bの死亡との間には相当因果関係が
ないものというべきである。」
②　東京地判昭和59年 9 月14日判タ534号259頁
〈事案の概要〉　パーキングエリアに駐車中の自動車内でAが遺体となっ
て発見された事故につき、Aは自動車内でヒーターをつけたまま仮眠中、
周囲に停車した車両から排出される排気ガスが大量に車内に流入し一酸化
炭素中毒死に至ったものであるとして、Aの遺族が搭乗者傷害保険及び
交通傷害保険の保険金の支払を求める保険金請求訴訟を提起した。
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〈判旨〉　「高速道路のパーキングエリアは、…同乗者らが車内もしくは当
該エリア内で一時的に休息をとるため利用されるもので、Aも右のよう
な利用方法に従って車内で休息し、仮眠からさめれば直ちに出発したもの
と認められることから考えれば、本件エリア駐車中の本件自動車もなお走
行の延長として自動車という装置の用い方に従って用いている状態すなわ
ち運行状態にあつたものと解するのが相当である。また、Aの死亡は、
ヒーターをつけたまま仮眠中、被保険車内に流入した他車の排気ガスを大
量に吸入したことによる一酸化炭素中毒によるのであるから、被保険自動
車の暖房、換気装置の使用による物的危険が原因となったものとして、相
当因果関係を認めることができる。」
③　山形地酒田支判平成 3年 2月28日交民集24巻 1 号245頁
〈事案の概要〉　Xと同居しているXの長男Aが、 3 月 8 日、本件自動車
（普通乗用自動車）を運転して帰宅し、同自動車を車庫に入れて出入口扉を
閉め、同自動車にエンジンをかけたまま搭乗中、車庫内に充満した排気ガ
ス中の一酸化炭素に中毒して、午前 5時頃、同自動車後部座席において死
亡したもの。Xが原告となり、自らが加入する自動車保険の保険会社Y
を被告として、自損事故保険、搭乗者傷害保険の保険金の支払を求める保
険金請求訴訟を提起した。当該自動車保険の自損事故条項、搭乗者傷害条
項には、「本件自動車の運行に起因する急激かつ偶然な外来の事故により、
被保険者が身体に傷害」を被ったときは、保険金を支払う旨定められてい
た。
〈判旨〉　「本件各保険条項中の『運行』とは、自賠法二条二項により、『自
動車を当該装置の用い方に従い用いること』と解すべきところ、本件では
エンジンが自動車の固有装置であり、右「当該装置」にあたることは明ら
かであるので、本件自動車をそのエンジンの『用い方に従い用い』ていた
かどうかを検討すべきことになる。そして、自動車を当該装置の『用い方
に従い用いる』とは、当該装置の使用全般を『運行』とするのではなく、
当該装置を予定された相当な方法で使用し、かつ、その使用により、社会
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通念上、当該自動車を自動車として使用していると認められる場合に限り
『運行』とする趣旨で『用い方に従い』と限定していると解するのが相当
である。…本件事故当時、走行後のアイドリング等走行と関連してエンジ
ンを稼働していたと認定できれば、本件自動車は『運行』状態にあつたと
いえるが、Aは、前記のとおり、本件自動車を車庫にいれて車庫の扉を
閉め、重大な症状が出るまで少なくとも15分以上、走行後のアイドリング
のために必要な時間を大幅に上回ってエンジンを稼働させたままにしてお
いたものであり、また、間もなく出発するためにエンジンを稼働させてい
たとも認めるに足りないから、これを走行と関連したエンジンの稼働と認
定することはできない。さらに、自動車を仕事、娯楽、休憩等の場として
使用することも、自動車の種類、使用場面によっては社会通念上普遍的な
使用方法として認める余地があるが、自宅の扉を閉めた車庫内で考えごと
をし、あるいは仮眠をとる場所として使用することは、乗用自動車の使用
方法として社会通念上普遍的なものとは認められず、したがって、その
際、車内を暖かくするためエンジンを稼働させたとしても、これを以て、
自動車を『用いる』ことにはあたらないというべきである。」
④　富山地判平成 9年 2月28日判タ946号247頁
〈事案の概要〉　Aは、歯科医院で歯の治療を受けるため、本件車両を駐
車してある駐車場へ向かった。当時、本件駐車場には約60センチの積雪
があったことから、Aは駐車場へ向かう途中で、B、Cに対し、除雪の手
伝いを依頼した上、本件駐車場に着き、本件車両の運転席に乗り込んだ。
Aは、B、Cが来るまでの間、暖機運転をするためにエンジンをかけて様
子をみていたところ、本件車両の周辺に積雪があったため、排気ガスが車
両内に挿入し、本件車両内の一酸化炭素が数分で致死量に達したため、そ
のころ、急性の一酸化炭素中毒により死亡した。Aの遺族Xらが、Aの
加入していた自動車保険の保険会社Yに対し、自損事故保険、搭乗者傷
害保険の保険金の支払を求める保険金請求訴訟を提起した。
〈判旨〉　「仮に、寒さを防ぐために車内を暖かくする目的でエンジンを始
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動させたのであれば、本件は『運行に起因する』事故には該当しないと言
うべきである。なぜなら、ここでいう運行起因性とは、乗用自動車を通常
予定されている使用方法によって使用する場合をいうと解されるところ、
暖をとるためのエンジン始動は、通常予定されている使用方法とは言えな
いからである。これに対して、暖機運転は通常予定されている使用方法に
ほかならない。…本件当日、Aが本件駐車場に向かった理由は、歯科医院
に車で行くためであったと認められ、他の目的があったとは認められな
い。…そうすると、Aが本件駐車場で本件車両のエンジンを始動させたの
は、自車を運転していくための準備行為であるとみるのが自然である。…
したがって、本件事故は、運行に起因した事故であると認められる。」
⑤　大阪地判平成 9年 7月28日交民集30巻 4 号1044頁
〈事案の概要〉　Y 1 は、自動車（加害車両）を運転して帰宅し、本件建物
一階のガレージに駐車した。その際、Y 1 は加害車両のエンジンのスイッ
チを切り忘れ、翌朝までエンジンのスイッチは入れられたままであった。
このため、加害車両の排気ガスが右建物の一階から二階に充満し、二階で
寝ていたXとAが排気ガスを吸って一酸化炭素中毒となり、Aは死亡し
た。なお、XとAはY 1 の祖母と祖父で、二階が寝室となっていた。建
物の三階にはB夫婦の部屋があった。Xが原告となり、Y 1および加害車
両の任意自動車保険の保険会社Y 2 を被告として、損害賠償請求訴訟を
提起した。
〈判旨〉　「Y 1 には、加害車両の使用を終了して下車するに際しては、同
車両のエンジンを確実に切り、A及び B方家屋内に排気ガスを充満させ
ないようにして、右家屋内に居住する家族の生命、身体等を害しないよう
にする注意義務があるのに、これを怠り、同車両のエンジンを切り忘れ、
エンジンをかけたままの状態で長時間放置した過失があることは明らかで
ある。…Y 1の加害車両による帰宅及びその後のエンジンのスイッチの切
り忘れからXの負傷（一酸化炭素中毒等）に至る経緯からみて、本件事故
は同車の運行によって生じたものと解するのが相当である。」
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⑥　大阪高判平成12年 8 月 9 日交民集33巻 4 号1132頁
（53）
〈事案の概要〉　Aは、Bら数人と会食した後、 6 月20日午後10時45分頃、
Bを自己所有の本件自動車に乗せて自宅に送っていく途中、一時的に休息
をとるため、Yの自宅ガレージに本件自動車を入れ、ガレージのシャッ
ターを閉めた。その後、両名とも降車せず、Aがエアコンのスイッチを
オンにして駐車しシャッターを閉めたが、エアコンをつけてエンジンを稼
働させたまま車内に留まっていたことから、排気ガスが車内に流入し、こ
れを吸入したA、B両名が一酸化炭素中毒により死亡した。Bの遺族X
らが、Aの遺族Yらを被告として、自賠法 3 条に基づき損害賠償請求訴
訟を提起した。
〈判旨〉　「Aは、自己所有の本件自動車の助手席にBを同乗させ、Bをそ
の自宅へ送っていく途中、一時的に休息をとるため、自宅ガレージ内に本
件自動車を入れ、ガレージのシャッターを閉めた（これによりガレージは
密室状態となった。）後、両名とも降車することもなく、Aにおいて車内エ
アコンのスイッチをオンにしエンジンを稼働させたまま Bとともに車内
で時間を過ごすうち、排気ガスが車内に流入し、これを吸入したため、両
名とも一酸化炭素中毒により死亡したものと認められる。よって、Bの死
亡は、いわば走行の延長としての一時駐車中における、X所有、運転の
本件自動車のエアコン装置使用のためのエンジン稼働によって生じたもの
であって、運行供用者であるXの本件自動車の『運行によって』生じた
ものというべきである。」
　下級審裁判例は、「運行」と「によって」の双方を検討するもの（①、
②）と、主に「運行」状態にあったかどうかを中心に検討するもの（③、
④、⑤、⑥）がある。総じて、居場所や仮眠をとる場所として使用する中
で事故が発生した場合は「用い方に従い用いる」ことにはあたらないとし
て「運行によって」が否定される一方、走行の延長と評価できる場合や、
（53）　評釈として、阿部満・交民集33巻索引・解説号372頁がある。
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自動車の通常の使用中に事故が発生した場合は「運行によって」生じた事
故と判断されている。「用い方に従い用い」ていたといえるかどうかにつ
いては、滞在目的や、エンジンを切らなかった理由、駐車場所、滞在時
間、その後の走行予定の有無等が判断要素とされていることが窺われる。
（ 3）　車両の付属品等による事故（降車時シートベルトに足をとられ
た場合、キャンピングカーのコンロでやけどをした場合等）
　このような事故では、「運行」に関しては、駐停車中の車両は「運行」
中とはいえないのではないかという問題の他に、シートベルトやキャンピ
ングカーのコンロは「固有装置」にあたるのか、シートベルトのように乗
客の安全確保のため標準装備されているものと、キャンピングカーのコン
ロのように、自動車を生活空間として用いるために特別に装備されたもの
とでは区別すべきなのか、シートベルトやコンロの使用は固有装置の「操
作」とはいえないのではないか
（54）
という点が問題となる。また、運行「によ
って」については、人の行為が原因で、「運行」が原因で生じた事故では
ないのではないかという点が問題となる。主な下級審裁判例として以下が
ある。
①　千葉地松戸支判昭和50年 7 月 2 日交民集 8巻 4号996頁
〈事案の概要〉　母に連れられて移動図書館車を利用していたXが、閲覧
台の角の辺りに目をぶつけて受傷した。Xが移動図書館車を所有する自
治体を被告として訴訟提起した。
〈判旨〉　「『運行』とは自動車の走行そのものに限らず、駐停車中であって
も、それが運行中の一態様とみられる限りこれをも『運行』によるものと
解すべきであろう。しかし、本件事故は、自動車が運行の機能を完全に停
止させて駐車中、自動車としての装置とは全く無関係な『図書館』として
の装置（閲覧台）によって負傷したものであるから、これは『運行』中の
一態様とはいえず、従って自賠法三条には該当しない。
（54）　「座談会・東京地裁及び大阪地裁の交通事故裁判について」前掲注44・373頁。
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②　静岡地下田支判昭和62年12月21日金商804号38頁
〈事案の概要〉　Xが、加害車両運転席後方右ドアから車外に出ようとし
たところ、運転席のシートベルトが後方のXが座っていた座席の足元に
あり、これに足をひっかけて転倒した。Xが原告となり、加害車両に付
保された自賠責保険の保険会社を被告として訴訟提起した。
〈判旨〉　「加害車両の停車前後の走行との連続性、関連性に鑑み、加害車
両は運行中であったということができる。しかし、原告が降車しようとし
た際、前座席のシートベルトに足がひっかかり、車外に転倒して骨折した
本件事故は、たとえ右のシートベルトが加害車両の固有の装置であるとい
えるとしても、それをその目的にしたがって操作、使用したことに起因す
るものとは言い難く、本件事故は、原告が停車直後、加害車両の後部座席
右側ドアから降車する際、自らの過失もあって、シートベルトに足をひっ
かけて転倒するという自動車の運行とは直接かかわりのない原因によって
発生したものというほかはない」。「なお、…自賠法三条の「運行」とは、
自動車を当該装置の用い方に従って用いることであり（自賠法二条二項）、
言葉をかえていえば、自動車としての定型的な危険性を随伴する使用方法
で、自動車の固有装置を使用、操作することと解するべきであり、右の固
有装置とは、走行そのもの、もしくは、走行と密接に関係のある装置には
限られないが、走行による危険に匹敵する程度の危険を有する固有装置を
いうものと解される。したがって、この観点からも、本件事故は、『運行
によって』に該当しない。」
③─ 1　札幌高判平成 4年11月26日交民集29巻 6 号1621頁
〈事案の概要〉　Xが、停止中のマイクロバスのエンジン始動のため予備
バッテリー 2 個を車内にもちこみ始動中、ショートしてバッテリーが爆
発、バッテリーの破片が右眼にあたって右眼が失明状態となった事故。X
はマイクロバスに付保されていた自損事故保険の保険会社Yを被告とし
て保険金請求訴訟を提起した。
〈判旨〉　「本件事故は、Xが自宅前駐車場に置かれていた本件車両を運転
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するため、そのエンジンを始動させるのを目的とした作業の過程において
発生したものであるとはいえ、Xが本件予備バッテリーを使用したのは、
本件車両のバッテリーの容量が低下したと考え、これに送電するためであ
るから、Xが同バッテリーの能力を回復させるための修理補修に当る行
為をしている時に、すなわち本件車両のバッテリーを通常予定された使用
方法で使用を開始する以前に、本件車両のバッテリーとは別の本件予備バ
ッテリーの起こした爆発事故であり、しかも、その原因は、専らXが、
本件予備バッテリーとリード線の接続部分の操作を誤つたことによるもの
である。とすれば、送電後は直ちに本件車両を運転する予定であってもの
本件事故は、本件車両を当該装置のその用法に従って用いることによって
発生したものとはいえないし、少なくとも運行とは相当因果関係を欠くと
ころである。」
③─ 2　最判平成 8年12月19日交民集29巻 6 号1615頁（③─ 1の上告審）
〈判旨〉　「原審の適法に確定した事実関係の下においては、諸論の点に関
する原審の判断は、正当として是認することができ、その過程に諸論の違
法はない。」
　①は移動図書館車の閲覧台は当該装置ではないこと、③─ 1・③─ 2は
車外から持ち込んだ予備バッテリーの爆発について、当該装置をその用法
に従い用いる中で発生した事故ではないことを理由に、「運行によって」
ではないと判断されている。他方、②は、仮にシートベルトが固有装置で
あるとしても「自らの過失もあって、シートベルトに足をひっかけて転倒
するという自動車の運行とは直接かかわりのない原因によって発生したも
の」として、運行「によって」発生した事故ではないとしつつ「運行」に
ついて「自動車としての定型的な危険性を随伴する使用方法で、自動車の
固有装置を使用、操作することと解するべきであり、右の固有装置とは、
走行そのもの、もしくは、走行と密接に関係のある装置には限られない
が、走行による危険に匹敵する程度の危険を有する固有装置をいうもの」
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として、シートベルトは固有装置にあたらない旨示唆している。閲覧台や
予備バッテリーなどのように車外から持ち込まれたものはともかく、シー
トベルトや座席など自動車に標準的に装備されたものは「固有装置」にあ
たると見ることもできるが、自賠法 3条が保護の対象とする危険の内容と
いう観点から「固有装置」の範囲にさらに絞りをかけようとした点が注目
される。
（ 4）　乗降時の事故（降車するため体の向きを変えたところ腰を痛め
た場合、バス降車時よそ見をしてステップを踏み外し転倒した
場合、タクシーから降車後数歩歩いたところで転倒した場合等）
　このような事故では「運行」に関しては、駐（停）車中の車両は「運
行」中とはいえないのではないかという問題の他に、腰を痛めたことや転
倒と、「によって」により結びつく「運行」とは何なのか、（ア）降車のた
めの駐（停）車なのか、（イ）乗客の一連の降車行為なのか（この場合、降
車に関係する車の構造全体が「当該装置」ということになる）、（ウ）ステップ
や座席の使用なのか（ステップや座席が「当該装置」ということになる）、と
いう点が問題となる。「によって」についても、降車動作という人の行為
が原因であって、運行が原因で生じた事故ではないのではないかという点
が問題となる。人傷保険の普及に伴い、このような類型の事故の請求事案
が近時増加している。主な下級審裁判例として以下がある。
①　熊本地判昭和59年11月28日交民集17巻 6 号1649頁
（55）
〈事案の概要〉　Xは妻・孫らと外出するため自宅の駐車場で自動車の運
転席に乗り込み、暖気運転をしていたところ、孫が運転席側のドアを叩い
て乗車をせがんだので助手席に乗せるべく運転席のドアを開け、さらに、
右足を車外に出して着地させ孫を抱えて助手席に乗せようとした際、地面
が凍結していたため原告の右足が滑って腰を横に捻った状態となると同時
に左足全体に激痛が走って腰椎を痛めた。Xは自動車に付保された自損
事故保険の保険会社Yを被告として保険金請求訴訟を提起した。
（55）　評釈として、高崎尚志・交民集17巻索引・解説号332頁がある。
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〈判旨〉　「そもそも、自動車の『運行』とは、自動車をその用途に従い使
用するためその機構の各部を作動状態に置くことと解すべきところ、運行
に起因する傷害は、運行を原因として傷害の結果が発生することを要す
る。本件においては、…Xは行楽のため本件自動車のエンジンを始動さ
せ、エンジン部を暖めていたのであるから本件自動車を運行の用に供して
いたものというべきであるが、本件の受傷は、従前腰部を痛めて長期療養
を余儀なくされたその腰部の既往症があるにも拘らず、助手席ドアを開い
て助手席に乗せるべきであるのに運転席から右足だけを車外に出して着地
させ、無理な体勢で四才の孫を抱きかかえ狭い運転席前面から助手席へ乗
せようとして腰を異常に捻った結果、再び腰部を痛めて受傷したのであっ
て、暖気運転のための運転席の着坐、エンジンの始動、運転席のドアの開
閉等本件自動車を走行使用するため各部の機構を作動状態に置くことを原
因として傷害の結果が発生したものとはいえず（運転席に着坐していたこと
自体が原告の腰部を傷めたのでもない。）自動車の『運行』とはなんらかか
わりのない原告の自傷行為によって原告の腰部を再び傷める結果となった
ことは明らかである。」
②─ 1　奈良地葛城支判平成22年10月 8 日自保ジャーナル1880号 7 頁
〈事案の概要〉　Xが自宅近くでA運転のタクシーを降車した後に転倒し、
左大腿骨転子部骨折等で後遺障害を残したとして、自らが加入する自動車
保険の保険会社Yに対し人傷保険金の支払を求め訴訟提起したもの。A
車はXらを降車させるためにX自宅手前の路上で停車したが、その付近
の道路は、X自宅方向にかけて上り坂となっており、道路左端には約
10cmの段差があった。Xはタクシーの後部左側座席に乗っていたため先
に降車したが、降車後 1歩か 2歩程度歩いたところで段差につまずいて転
倒し、左臀部付近を強打した。その時X の妻は、まだタクシー内に残っ
ていてAに料金を支払っていた。
〈判旨〉　「降車後に路上で転倒するという危険は、自動車の運行と関わり
なく一般的に存在する危険である。本件において、タクシーが他に停車可
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能な場所がなく、転倒しやすい場所に駐車して降車せざるを得なかったな
ど、自動車の運行に起因して転倒の危険性が付加又は増大したと認められ
る事情も見当たらない。以上によれば、本件事故は『自動車の運行に起因
する事故』であるとはできない。」
②─ 2　大阪高判平成23年 7 月20日判タ1384号232頁（最高裁平成24年 7 月
10日決定自保ジャーナル1880号 3 頁（上告棄却、上告受理申立て不受
理））（②─ 1の控訴審
（56）
）
〈判旨〉　「自動車の駐停車中の事故であっても、その駐停車と事故との時
間的・場所的近接性や、駐停車の目的、同乗者の有無及び状況等を総合的
に勘案して、自動車の乗客が駐停車直後に遭遇した事故については、『自
動車の運行に起因する事故』に該当する場合がある」。「タクシーが目的地
で乗客を降車させるため停車する場合、運転手が座席のドアを開け、乗客
が全員降車し終わってドアを再び閉じるまでの間も、自動車の運行中であ
ると解するのが相当であるところ…Xはタクシーから降車直後で、しか
も 1歩か 2歩程度歩いたところで本件事故に遭遇したことから、時間的に
停車直後であったことはもちろんのこと、場所的にもタクシーの直近で本
件事故が発生したといえる。本件事故当時、同乗者であるXの妻が料金
支払いのため未だタクシー内にいて、後部座席のドアが開いたままになっ
ていたことも併せ考慮すると、本件事故は自動車の運行に起因する事故で
あったと認めるのが相当である。」
　①は、エンジンを始動させていたことをもって「運行」中とした上で、
当該車が運行中であったとしても、受傷は腰を異常に捻るという原告の自
傷行為が原因であるとして、運行「によって」にあたらないとした。ま
た、②─ 1は停車を運行と捉えた上で、停車した場所は特段危険な場所で
はなかったのだから、転倒は運行が原因ではないとした。これに対し②─
（56）　評釈として、岩井泉・損保研究75巻 2 号253頁、永松裕幹・共済と保険2013年
11月号36頁がある。
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2 は、「時間的・場所的近接性や、駐停車の目的、同乗者の有無及び状況
等を総合的に勘案して」運行起因性を判断すべきとした。②─ 2 のよう
な、駐停車や乗降に関する諸事情を総合的に勘案するという判断手法は、
駐車車両の関係する事故や荷積み・荷降ろし中の事故が「運行によって」
生じたといえるか否かについて、かつて下級審裁判例でとられた判断手法
であるが、判例でこのような判断手法を採用したものは見当たらない
（57）
。ま
た、運行「によって」について、判例は相当因果関係説に立つが、本判決
の判示は「際して説」に近く、Xの転倒との間に相当因果関係が認めら
れる「運行」とは何か（（ア）駐停車か、（イ）降車行為か、（ウ）ステップや
座席の使用か、あるいはそれ以外か）について具体的な判断を示していな
い。乗降時の転倒事故については、今後の裁判例の集積が期待される。
四　ドイツ道路交通法 7条の「運行に際して」
1 　ドイツ道路交通法
　ドイツでは、自動車保有者の危険責任（事故が加害者の支配する危険の現
実化によって発生したことのみを理由として加害者に負わせる責任。立法者が
厳格責任によって規律した危険の現実化として当該事故が生じた場合にのみ、
損害賠償が認められる
（58）
）は、鉄道事業者の責任について定めた損害賠償責
（57）　例えば、最判昭和63年 6 月16日判時1298号113頁（ 3（ 1 ）⑨）の一審判決であ
る東京地判昭和58年 7 月26日判時1088号100頁は、「貨物自動車からの荷降ろし中の
事故について、それが自動車の運行によって生じたといえるか否かについては、駐
停車前後の走行との連続性の有無、駐停車の場所、自動車の構造等を具体的に検討
して総合的に判断すべきものと解される」としたが、既述の通り、最高裁はこのよ
うな判断手法を採用しなかった。
（58）　ハイン・ケッツ、ゲルハルト・ヴァーグナー（吉村良一・中田邦博監訳）『ド
イツ不法行為法』（法律文化社、2011年）240頁、253頁。なお、日本の無過失責任論
が不法行為法の範疇で過失責任原理と並行して位置づけられ、違法な責任として把
握されることが一般的であるのに対し、ドイツ危険責任原理は危険惹起者の危険引
き受け範囲における保証責任であり、具体的な違法─有責行為に関する責任として
の不法行為とは区別され独立された帰責根拠に基づく責任原理と解されている（増
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任法（Haftpflichtgesetz）にならう形で、1909年の自動車交通法（Gesetz
überdemVerkehrmitKraftfahrzeugen）によって導入され、その後1952年の
道路交通法（Strassenverkehrsgesetz）に引き継がれた。ドイツ道路交通法
7条
（59）
は、 1項で「自動車又は自動車により牽引される被牽引車の運行に際
して（beidemBetrieb）人が死亡し、人の身体若しくは健康が侵害され、
又は物が毀損された場合には、自動車の保有者は、侵害を受けた者に対し
て、それにより生じた損害を賠償する義務を負う。」、 2項で「事故が不可
抗力により生じた場合には、賠償義務は免除される。」と定める。同条は
我が国の自賠法 3条のモデルとされる
（60）
。
2 　「運行に際して（beidemB
（61）
etrieb）」
　「運 行（Betrieb）」 に つ い て、 当 初 判 例 は 機 械 工 学 的 見 解
（maschinentechnischeAuffassung、原動機または運行装置（Betriebseinrichtung）
が作動している限り運行中であると解する）を採用していた
（62）
が、現在では、
交通技術的見解（verkehrstechnischeAuffassung、自動車が交通の中に存在
し、かつ他の交通関与者を危険な状態においている限り、運行中であると解す
る
（63）
）に転換している。
田栄作「ドイツにおける民事責任体系論の展開（一）」立命館法学237号1070頁）点
にも注意が必要である。
（59）　和訳は浦川道太郎『ドイツ不法行為法』（日本評論社、2008年）352頁によっ
た。
（60）　ただし、ドイツ道路交通法には、我が国の自賠法と異なり「運行」の定義は
ない。また、危険の現実化のみで責任が発生する（保有者の有責性は責任の成否に
影響しない）点、人身損害のみならず物的損害も対象となっている点、最高時速が
20キロを超えない自動車は適用除外とされている点、2002年の第二次損害賠償規定
改正法による改正前までは、無償同乗者に対し保有者は責任を負わないとされてい
た点等の違いがある。
（61）　道路交通法 7条の責任の成否が争われた判例を紹介し、我が国の裁判例と比較
した論文として、田上富信「自動車の運送目的外の利用と運行供用者責任」石田・
西原・高木三先生還暦記念論文集刊行委員会編『損害賠償法の課題と展望』433頁
（日本評論社、1990年）がある。
（62）　RG,Urt .v .12 . 11 . 1928─VI173 /28,RGZ122,270 ;RG,Ur t .v .01 .04 . 1931─
VI516/30,RGZ132,262.
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　「運行に際して」の要件は、道路交通法 7条の保護目的に沿って規範的
に解釈され、交通手段（Verkehrsmittel）としての属性において自動車か
ら生じる危険が事故において現実化した場合に満たされる、とされる
（64）
。な
お、運行と事故の間に因果的な結びつき（責任成立に関する因果関係）は必
要であるが、「相当性という意味での原因関連（Ursachenzusammenhang）
の予見可能性は問題とならない
（65）
」ともされる
（66）
。
　各事故類型について概観すると、我が国と同様、非接触事故について
は、「運行に際して」と理解されている
（67）
。無人車の暴走事故についても、
「運行に際して」生じた事故とされる
（68）
。道路以外の場所における自動車の
「運行」については、例外的に「運行」と認められる
（69）
。被牽引車による事
故については、第二損害賠償規定改正法により、被牽引車の保有者も責任
を負うこととされた。
　特殊自動車の機械装置に関連する事故については、作業機械として用い
られている場合は「運行」ではない
（70）
とされており、最高裁昭和52年判決と
（63）　BGH,Urt.v.09.01.1959─VIZR202/57,BGHZ29,163;BGH,Urt.v.25.10.1994
─VI/ZR107/94,VersR1995,90.1959年の判決を紹介するものとして後藤清「停車中
の（駐車中を含む）自動車に因る事故と自賠法三条の運行概念」民商64巻 6 号107
頁、1959年以前の判例、1959年判決後の概念構成等を紹介するものとして井上靖雄
「西ドイツ道交法における自動車の運行（Betrieb）概念について（ 1）」法と秩序
11巻 3 号11頁、同「西ドイツ道交法における自動車の運行（Betrieb）概念につい
て（ 2）」法と秩序11巻 5 号24頁。
（64）　Greger,HaftungsrechtdesStraßenverkehrs,4.Aufl.,2007,S.48;Wussow,
Unfallhaftpflichtrecht,16.Aufl.,2014,S.408.
（65）　BGH,13.07.1982─VIZR113/81,VersR1982,977.
（66）　Greger,a.a.O.,S.49,S.51;Wussow,a.a.O.,S.407.
（67）　Greger,a.a.O.,S.55;Wussow,a.a.O.,S.408.
（68）　Böhme/Biela,Kraftverkehrs─Haftpflicht─Schäden,25.Aufl.,2013,S. 3 ;
Wussow,a.a.O.,S.405.
（69）　かつて私有地に置かれた車について道交法 7 条の保護範囲にないとしたが、
BGH,Urt.v.25.10.1994─VIZR107/94,VersR1995,90はレースの走路上の事故につ
いて道交法 7条の保護範囲に属するとした。
（70）　Greger,a.a.O.,S.62;BGHVersR1975,945.
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同様の事故について、ドイツでは異なった判断が下されることも考えられ
る。駐（停）車車両による事故については、交通技術的見解のもと、公の
交通領域に駐（停）車し危険を及ぼしている車は「運行」中であると理解
されている
（71）
。荷積み・荷降ろし中の事故については、交通手段としての自
動車の運行危険が現実化したと認められる場合は「運行に際して」生じた
事故とされる
（72）
。乗降時の転倒事故については、交通手段としての使用と関
連があれば「運行に際して」と認められるとする考え方が示されている
（乗車前、降車後の事故については責任は否定される
（73）
）。
3 　不可抗力（höhereGewalt）
　従前道路交通法 7条 2項は「事故が自動車の性質上の欠陥又は装置上の
故障に基づかない不可避の事件に起因する場合には、賠償義務は免除され
る。被害者、運行に関与していない第三者又は動物の行為に原因があり、
かつ、自動車の保有者も運転者も状況に応じて必要とされるすべての注意
を尽くしていた場合には、とりわけ不可避の事件であると認められる」と
定めていたが、2002年の第二損害賠償規定改正法による改正により、免責
事由が「不可抗力」に限定された。「不可抗力」とは、連邦政府によれば、
「自動車の運行とは異質な、外部から招来された出来事であって、人間の
洞察力や経験からは予見することができず、経済的に耐えうる範囲内にお
いて当該事態のもとで合理的に期待できる注意をもってしても阻止または
無害化することのできないものであり、かつ、その過酷さゆえに受忍する
こともできないもの」とされている
（74）
。
（71）　Greger,a.a.O.,S.59;Wussow,a.a.O.,S.403.
（72）　Greger,a.a.O.,S.63;Wussow,a.a.O.,S.404.
（73）　Greger,a.a.O.,S.65;BGHVersR1956,765;BGHVersR2013,14;OLGSachsen
─AnhaltNZV2014,356.
（74）　潮見佳男「ドイツにおける損害賠償法規定の改正と交通事故賠償法の課題」民
商125巻 2 号 1 頁。
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五　検討
　現在「運行によって」の解釈をめぐる議論が混迷状況にある背景には、
「運行によって」という文言および「運行」についての自賠法 2条 2 項の
定義は、自動車が関係する種々の態様の事故に対応する上では不十分なも
のであること、固有装置説に立つことを明らかにしたとされる最高裁昭和
52年判決は、本来、交通関連危険とは質的に異なる建設機械の危険にも自
賠法 3条の適用を拡張した判決であり、「固有装置」という判示もその限
りで用いられたものと思われるが、「固有装置」という文言の抽象性や、
駐（停）車車両の「運行」をどのように解釈するかをめぐる議論の中で、
「固有装置」の意味が希薄化したこと、人傷保険の普及によって自賠法 3
条責任が問題とされ難い事故（単独事故や乗客の乗降時の転倒事故等）につ
いても「運行によって」の解釈が争点とされるようになったこと等の事情
が考えられる。
　しかし、これらの事情があるとしても、「運行によって」が無意味化す
ることは避けるべきであり、ドイツにおいて「運行に際して」が、道路交
通法 7条の保護目的に沿って規範的に解釈されていること
（75）
を参考に、自賠
法 2条 2項の「運行」の定義や固有装置説の枠組みの中で、自動車の関連
する危険を分類し、自賠法 3条が保護対象とする自動車固有の危険の範囲
はどこまでかという観点から、可能な限り「運行によって」概念の外延を
明確化する必要があると考える。
（ 1）　「運行」、「によって」について
　筆者は、自賠法 3条が保護の対象とする自動車固有の危険の範囲はどこ
までか、という問題意識をとりいれた危険性顕在化（具体化）説が基本的
に妥当と考える。すなわち、自賠法 2条 2項の「運行」の定義や最高裁昭
和52年判決の判示からすれば、「運行」、すなわち「自動車を当該装置の用
（75）　前掲注18の坂本教授の見解もドイツにおける解釈を参照されている。
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い方に従い用いること」とは、自動車の固有装置をその用い方に従い用い
ることと解されるが、「運行」には、自動車（または当該装置）固有の危険
が内在するものと考える。自賠法 3条ただし書の「自己及び運転者が運行
に関し注意を怠らなかったこと」の「運行」は、「運行によって」の「運
行」と同義と考えられるが、この規定も、「運行」に危険が内在すること
を前提とする（危険が内在するからこそ注意を怠らないことが求められる）も
のと考えられる。
　したがって、固有装置の用い方に従わない用い方をした場合は「運行」
にあたらない（自動車を待機場所、自殺場所として用いた場合など）。用い方
に従い用いたかどうかは客観的・外形的に評価されるべきであろう。そし
て「固有装置」とは、当該自動車に固定的に装備されている、自動車とし
ての機能を果たすため必要な装置をいい、当該自動車の走行等とは無関係
な利用目的により、後から車内に設置された物（図書の閲覧台、レントゲ
ン、キャンピングカーのコンロ等）は「固有装置」に含まれないと考える。
　また、「によって」については、運行と事故の間の相当因果関係に、自
動車固有の危険が顕在化したことも加味して判断すべきであり、自動車固
有の危険が顕在化した結果事故が発生したと認められない場合には、仮に
運行供用者が事故の発生を予見できたと考えられる場合でも、運行「によ
って」生じた事故とは認められないものと考える。また、何が「によっ
て」と結びつく「運行」であるかは、事故態様によって異なると考える
（76）
。
（ 2）　自動車（当該装置）固有の危険とは何か
（77）
　危険性顕在化（具体化）説に立つとしても、自動車固有の危険の範囲や
（76）　潮見直之・別ジュリ94号36頁は、「交通事故の発生に原因を提供した複数の
「自動車の運行」の中から一定の原因力を有するものを取捨選択する作用を担うの
が『運行によって』」という文言にほかならない。」とする。
（77）　伊藤文夫「自賠法の解釈『運行』概念をめぐる解釈論を素材にして…」『自動
車事故民事責任と保険の交錯』（保険毎日新聞社、1999年）211頁は、「『運行』概念
の現在時点における再構成に際しては、まず、自動車の持つ危険の抽出が必要」で
あるとし、例として、「特殊危険の典型たる“走行関連危険類型”、駐・停車あるい
は公道上における作業によって一般交通事情等に危険を及ぼすところの交通関与危
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危険が顕在化したかどうかの判断が裁判官に全面的に委ねられることは妥
当でなく
（78）
、保護の対象となる危険について、整理し明確化する必要があろ
う。この点、三、で整理した判例、裁判例から分析すると、自動車（当該
装置）固有の危険は、①走行関連危険、②駐（停）車関連危険、③付属装
置（走行に関連する装置以外の装置、ドア、トラックの荷台、シートベルト等）
関連危険、④特殊自動車関連危険（クレーン車のクレーン作業、フォークリ
フトのフォークを用いた作業等に伴う危険
（79）
）に分類されるものと考えられる。
　①　走行関連危険は、周囲の交通（他の自動車、自転車、歩行者）に対す
る危険と車内の同乗者等に対する危険に区分され、前者の危険の顕在化の
例としては、交差点での他車両との衝突事故、非接触事故（当該車両との
衝突を回避しようとした他車両が電柱に衝突した事故）が挙げられる。後者
の危険の顕在化の例としては、他車両との衝突事故（同乗者の身体にも衝
撃が及ぶと考えられる）、バスが急発進（急制動）したために乗客が転倒し
た事故が挙げられる。同乗者が走行中の車両から飛び降り死傷した事故も
走行に伴う危険が顕在化した例といえよう（したがって私見では「運行によ
って」生じた事故と認められる）。
　②　駐（停）車関連危険のうち、周囲の交通に対する危険の顕在化の例
としては、道路上に駐車中の車両への追突事故が挙げられる。同乗者等に
対する危険の顕在化の例としては、被追突事故（同乗者の身体にも危険が及
ぶと考えられる）、足元の悪い場所に駐車したために同乗者が降車時転倒し
険類型、走行中・駐停車中の積載物による危険たる積載物危険類型、機械装着車の
機械の使用のように自動車の利用は不可避ではないが、自動車を利用することによ
り効用が高まり、自動車に関連する危険となる、いうならば効用促進危険類型、更
には、排気ガス等による大気汚染類型、等々」を挙げる。
（78）　前掲注（17）・交民集46巻索引・解説号337頁は、危険性顕在化（具体化）説に
ついて被害者・加害者の利益衡量をしている面がなくはないとするが、危険の内
容・範囲については可能な限り客観的に検討されるべきと考えられる。
（79）　クレーン車のクレーン操作等特殊自動車の作業に伴う危険は、最判昭和52年11
月24日民集31巻 6 号918頁によって、自賠法 3条の保護対象に追加されたものと考
える。
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た事故が挙げられる。
　③　付属装置関連危険のうち、周囲の交通に対する危険の顕在化の例と
しては、運転手がドアを開けたところ、右方を走行してきた自転車がドア
に衝突した事故、同乗者等に対する危険の例としては、運転手がドアを閉
めたところ、同乗者が指をはさんだ事故が挙げられる。
　④　特殊自動車関連危険の顕在化の例としては、フォークリフトのフォ
ークでトラックの荷台から突き落とした荷物が、通行人にぶつかった事故
が挙げられる。
　他方、人（運転手、同乗者等）の動作に伴う危険の顕在化の例としては、
駐車中のトラックの荷台から作業員が後方を見誤り転落した事故、駐車中
の自動車の座席に座った運転手が腰をひねったことによる事故、自動車の
窓から同乗者が投げ捨てた空き缶が通行人にぶつかった事故、バスの乗客
が降車時他の乗客に背中を押されたため転倒した事故等が挙げられるが、
これらの事故は、人の動作に伴う危険が顕在化したものであって自動車固
有の危険が顕在化したものとはいえない。したがって、駐車中のトラック
の荷台上の作業員が、手に持っていた荷物を落とし、その荷物が通行人に
ぶつかった事故については、「自動車固有の危険性が顕在化した」といえ
ず、「運行によって」生じた事故とは認められないと考える（人の動作に伴
う危険と自動車固有の危険の双方が顕在化した場合には「運行によって」生じ
た事故と認められる）。
　また、「不可抗力」と評価しうるような自然災害の危険は、自動車固有
の危険とは相容れず、したがって、100年に一度というような洪水により
車ごと流され同乗者が死亡した事故（純粋自然災害型）については、「自動
車固有の危険性が顕在化した」といえず、「運行によって」生じた事故と
は認められないと考える。
（ 3）　まとめ
　（ 1）（ 2）の検討からすれば、現在特に議論が一致していない「運行」
と「によって」の双方が問題となる類型および自然災害類型については、
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以下の通り整理される。
　荷積み・荷降ろし中の事故（特に、荷積み・荷降ろし作業のため駐車中の
トラックの荷台から積荷が落下し、作業員または通行人が死傷した場合、作業
員が荷台から転落した場合）については、荷台の使用も「運行」にあたる
が、荷台の使用に内在する危険（付属装置関連危険）が顕在化したことが
認められなければ運行「によって」生じた事故とはいえない（平坦な状態
の荷台に、荷台上の作業員に対する危険が内在するとは考えにくい）。自動車
固有の危険と人の動作に伴う危険は区別され、後者が顕在化した事故であ
る場合は運行「によって」生じた事故とは認められない。
　駐車車両内に長時間いたことによる事故（駐車車両内で親を待っていた子
供が熱中症になった場合等）については、待機場所等として使用する中で事
故が発生した場合は「その用い方に従って用いる」ことにはあたらず「運
行」状態にない。ただし、走行の延長と評価できる場合や、自動車の通常
の使用中に事故が発生した場合（例えば、給油を待つためにガソリンスタン
ド付近の道路で列を作って長時間暖気運転をしながら待機していたところ一酸
化炭素中毒になった場合）は、「運行」状態にあると評価でき、走行関連危
険が顕在化したものとして「運行によって」生じた事故と認められよう。
　車両の付属品等による事故（降車時シートベルトに足をとられた場合やキ
ャンピングカーのコンロでやけどをした場合等）については、コンロは固有
装置にあたらず、やけどは「運行によって」生じた事故ではない。他方、
シートベルトは自動車に固定的に装備されていることから固有装置とい
え、付属装置関連危険が顕在化したといえるかどうかが問題となるが、そ
もそも当該シートベルトが保安基準を満たし、特に壊れていない場合は、
車外・車内に対する危険は極めて少ないと考えられる。従って、シートベ
ルトに足をとられた事故は、人の動作に伴う危険が顕在化したもので、直
ちに運行「によって」生じた事故とは認められないと考える。
　乗降時の事故（降車するため体の向きを変えたところ腰を痛めた場合、降車
後数歩歩いたところで転倒した場合等）については、降車行為に関連する車
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両の構造や座席は固有装置といえるが、保安基準を満たし、特に壊れてい
ない場合は、車外・車内に対する危険は極めて少ないと考えられる。従っ
て降車するため体の向きを変えたところ腰を痛めた事故は、人の動作に伴
う危険が顕在化したもので、運行「によって」生じた事故とは認められな
いと考える。他方、足元が悪いところに駐車したため、同乗者が足を着地
したところつまづいて転倒した場合は駐（停）車関連危険が顕在化したと
いえるが、降車時は特に問題なく、数歩歩いた後に転倒した場合は駐
（停）車関連危険が顕在化したとはいえず、単に人の動作に伴う危険が顕
在化したもので、運行「によって」生じた事故とは認められないものと考
える。
　さらに、自然災害に関連する事故（洪水により車ごと流され同乗者が溺死
した場合等）については、不可抗力と評価しうるような異常な自然災害で
あった場合には、純粋自然災害型、交通事故後自然災害型の事故について
は、自然災害の危険が顕在化したもので、自動車固有の危険が顕在化した
ものとはいえず、「運行によって」生じた事故とは認められない（運転手
が警報等により洪水に巻き込まれることを予見していたかどうかは問わない）
ものと考える。
（ 4）　終わりに
　筆者は、自賠法 3条が保護の対象とすべき自動車固有の危険について、
自動車の関連する危険を分類の上、規範的に解釈し、可能な限り「運行に
よって」概念の外延を明確化する必要があるという立場であるが、自動車
の機能の多様化（生活空間としての機能の拡大、電源装置等付加機能の増加
等）に伴い、この立場が依って立つところの、自賠法 3条が保護の対象と
すべき自動車固有の危険の範囲に関する社会全体の認識が変化すれば、自
ずと「運行によって」概念の外延が拡大することも考えられる。また、自
動走行システムの普及
（80）
により、運行供用者概念のみならず「運行によっ
（80）山下友信「自動運転と賠償制度の問題点」自動車技術69巻12号28頁以下は、自
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て」概念も再構成を迫られると考えられる（少なくとも、「用い方に従い用
いる」は操作に限定されるという狭義の固有装置説の主張は維持しがたいと考
えられる）。しかし、社会全体の認識の変化や「運行によって」概念の再
構成の議論の渦中にあっても、「運行によって」概念が無意味化、抽象化
することは避けなければならず、自賠法 3条が保護の対象とすべき自動車
固有の危険の範囲について探求し、具体的な事例をもとに、分析的に検討
する視点は持ち続けるべきであろう。
　なお、「運行によって」について、最高裁昭和52年判決を超える具体的
な解釈指針が示されない状況の中で、今後、大阪高裁平成23年 7 月20日判
タ1384号232頁のように「運行によって」を広範に認める下級審裁判例が
積み重ねられる可能性も考えられないではないが、仮に乗降時の事故が
「運行によって」生じた事故と認められたとしても、例えば、車両が平坦
な（特に足元に問題のない）駐車場に駐車後、同乗者が降車後数歩歩いた
後転倒したというケースについては、運行供用者は同乗者の降車後の歩行
に関し特段注意義務を負わず、自賠法 3条ただし書の「運行に関し注意を
怠らなかったこと」
（81）
が立証され、運行供用者は自賠法 3条の責任を負わな
賠法 3条の運行供用者責任は、自動車の走行は運転者の支配下に置かれている（ド
ライバ主権）ことを暗黙の前提とするが、自動走行のシステムが極度なレベルまで
完成し、走行はすべて自動車または自動車と外部インフラのシステムにより支配さ
れ、乗車している者は何もしないで乗車してれば目的地に到達できるという世界
（システム主権）になれば、現行の運行供用者責任を法制的に維持することは不可
能となり、理論的には、自動走行のシステムの運営に関わるさまざまな事業者が自
動車事故について責任を負うということにならざるをえないとする。
（81）　「運行に関し注意を怠らなかったこと」の「運行に関し」の解釈については、
学説等ではそれほど論じられていないものの、東京地判平成24年 6 月12日交民集45
巻 3 号720頁は、「『自己及び運転者が自動車の運行に関し注意を怠らなかったこと』
は、もっぱら損害拡大に関わる過失など、人身事故の発生と関わりのない過失が存
在しないことまでを求めるものではなく（最高裁昭和48年 6 月21日第一小法廷判
決・裁判集民事109号387頁参照）、免責を主張する運行供用者は、…人身事故の発生
と因果関係のある自動車運行上の過失が存しなかったことを主張立証すれば足りる
ものと解するのが相当である」とし、「運行に関し注意を怠らなかったこと」が損
害拡大ではなく損害発生に係る過失のみを問題にする規定である旨判示している。
332　　早法 91 巻 3 号（2016）
いという結論になると考えられる。
　本稿脱稿後、Aが、老人デイサービスセンターの送迎車（当該車両）か
らの降車時、着地の際に右大腿骨頚部骨折の傷害を負った事故について、A
の子が当該車両の自動車保険契約の搭乗者傷害特約に基づき後遺障害保険金
の支払を求めた事案について、「本件事故は、本件車両の運行が本来的に有
する危険が顕在化したものであるということはできないので、本件事故が本
件車両の運行に起因するものとはいえない。」としてAの子の請求を棄却し
た最高裁判決（平成28年 3 月 4 日第二小法廷判決、平成27年（受）第1384
号）に接した。事例判決と思われるものの、「運行によって」（「運行起因」）
について、最高裁が（自動車の）「運行が本来的に有する危険が顕在化した」
という表現を用いた初めての判決であり、今後も「運行によって」（「運行起
因」）の解釈に関する判例が集積されることが期待される。
